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第1章 序論 

 

1.1 研究の背景 

(1) 鉄道騒音に関する現状 

鉄道は他の交通機関に比べてエネルギー消費量，二酸化炭素排出量割合が少なく，

環境負荷の小さい移動手段となっているため，地球環境問題が深刻化するこれからの

社会において大きな役割を果たしていくことが期待されている。大量輸送等の鉄道の

特性が発揮される輸送について，鉄道へのシフトが進めば交通分野全体の環境負荷の

軽減に資することから，地球温暖化問題の解決への貢献のため，鉄道の利用促進に向

けた利用者の利便性向上や貨物鉄道輸送へのモーダルシフトの推進に向けた取組みが

進められている[1]。鉄道の利用促進に向けた取組として，列車速度向上による到達時

間の短縮，運転本数の増加などがあげられるが，これらは，騒音・振動などによる沿

線環境への影響を増大させるため，対策が求められる。 

鉄道騒音に対して，昭和 50 年に「新幹線鉄道騒音に係る環境基準について（環境

庁）」[2]が告示され，平成 7 年には「在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音

対策の指針について」[3]の 2 つの騒音規制が定められている。 

新幹線の騒音対策については，環境基準を達成すべく遮音壁の設置や嵩上げ，パン

タカバーの設置，レール削正等によって音の発生そのものを抑える音源対策を行って

いる。なお，新設新幹線沿線において，これらの対策のみでは達成が困難な区域には，

既存の家屋に対して防音工事への助成を行っている。 

また，在来鉄道の騒音対策については，「在来鉄道の新設又は大規模改良に際して

の騒音対策指針」に基づき，新線建設の場合には一定の値以下のレベルになるよう，

既設路線の大規模改良の場合には改良前より改善されるよう対策を行っている。 

鉄道騒音は，転動音，モータ音，空力音，構造物音などから構成される。転動音は，

車輪とレールの衝突により，空力音は車体まわりの空気の乱れから発生し，構造物音

は高架橋などの振動から放射される音である。一般に低速度では転動音が，高速度で

は空力音が卓越することが多い[4 ,5]。 

騒音対策の基本はレール削正，騒音低減を図った新型車両の導入などの発生源対策

であるが，発生源の低騒音化には限度がある。そこで，受音点に伝搬するまでの過程

で，発生した音を減衰させる対策と併用することが現実的であり，より大きな減音効
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果が得られる。騒音が問題となる箇所の鉄道高架橋に遮音壁を設けることがあるが，

その種類もさまざまである。回折減衰効果をねらったものとして，直立，逆 L型[6]な

どのタイプや音の干渉現象を利用した騒音低減装置[7 ,8]吸音効果をねらって吸音材を

直壁内面に貼付したタイプ[9 , 10]など，いろいろな種類の遮音壁が使われている[11]。

また，様々な形状の遮音壁が提案されているが，その減音効果を確かめるために鉄道

沿線に敷設し実験を行うことは容易でないことから，縮尺模型を用いた実験[12-16]や

数値解析[17-19]から遮音壁の減音効果を求めることが広く行われている。計算モデル

では直壁のような単純な形状の遮音壁であれば減音量を計算することができるが，逆

L 型防音壁のような複雑な形状の遮音壁では難しくなる。したがって，複雑な形状の

遮音壁による減音量を求めるためには模型実験や波動音響解析などの方法を使うこと

が必要となる。 

 

(2) 鉄道沿線の騒音予測，騒音対策に関する課題 

① 沿線の高所空間に対する騒音予測 

近年，都市部においては，在来鉄道沿線に近接して建築物が建てられている場合が

多く，これらの建築物の高層階に対する騒音予測・騒音対策が課題となっている[20-

22]。これまでに公表されている鉄道騒音の予測手法として，新幹線鉄道については

長倉らが提案した「新幹線沿線騒音予測手法」[23]，在来鉄道については「在来鉄道

の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針について」に対応して森藤らが提案

した予測手法[24 ,25]や安部らが提案した予測手法[26]が広く用いられているが，この

手法は主に地上高さ付近で測定された騒音データをもとに構築されており，沿線建物

の高層階等の高所空間における精度は十分に検証されているとはいえない。 

道路交通騒音については自動車走行騒音に対する鉛直面内の指向特性[27 ,28]や建物

高層階への騒音の伝搬に対する検討[29]が行われ，道路交通騒音の予測モデル[30]と

して広く利用されている。一方，鉄道騒音については実車の走行試験や模型実験を用

いた転動音の仰角方向の指向特性の検討[31-34]が行われたが，営業線における予測精

度は十分に検証されていない。 

波動音響解析により鉄道沿線の騒音伝搬を予測する場合，計算メモリや計算時間の

制約から 2 次元解析を適用することが多い[35 ,36]。しかし，実際の鉄道騒音は非干渉

性線音源であるのに対して，2 次元解析では干渉性線音源を仮定するため，解析結果

の妥当性について検討する必要がある。 
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② 車体と遮音壁間との多重反射の影響 

 遮音壁による減音効果は，音源から受音点に至る経路において遮音壁の有無による

差（行路差）と，点音源，線音源の回折減衰量を示した「前川の実験チャート」[37-

39]を用いて求める。鉄道の場合，車両下部音は遮音壁と車両側面の狭い空間におい

て音の多重反射が発生するため騒音伝搬の現象が複雑になり，遮音壁の減音効果を実

験チャートから簡単に求めることができない[40-42]。また，都市部では軌道の両側に

遮音壁が設置されることが多いが，遮音壁の高さによっては，反対側の遮音壁と車体，

および両側の遮音壁間でも多重反射が生じるため[43]，沿線騒音の予測においてその

影響を無視できないことが予想されるため，想定される減音効果が得られないことが

ある。森藤らの手法では多重反射の影響による補正は一律に 2dB 加えるとしているが，

遮音壁の高さは 1～2,m に限定されている。 

 

③ 有限長遮音壁に対する騒音予測 

大都市圏においては，高さ 4,m以上の遮音壁[44]やセミシェルター型遮音壁[45]など

の高大な遮音壁を設置するケースも増えてきた。この場合，高架橋の補強や遮音壁の

支柱および基礎の構築が必要となることから，工事費や施工時間を最小限に抑えるた

め，遮音壁の設置区間をできるだけ短くすることが求められている。一方，遮音壁に

よる騒音低減効果は無限長の場合に前川チャートを用いて算出することができるもの

の，有限長遮音壁の設置区間の算定方法は必ずしも明確ではない。既往研究において

有限長遮音壁の挿入損失の計算方法[46-54]は提案されているが，非干渉性の無指向性

点音源を直線状に連続的に一様分布させた場合が前提となっているため，水平方向に

指向性を持つ在来鉄道騒音への適用については検証が必要である。 

 

④ 沿線の高所空間を対象とした騒音対策 

前述のとおり，直壁や複雑な形状の遮音壁の研究開発が行われてきたが，従来のよ

うに遮音壁を設置して対策する場合，音源から受音点までを遮蔽しなければ効果が得

られないため，遮音壁が高大となる。高大な遮音壁は風荷重を強く受け，遮音壁本体

や遮音壁が設置された構造物への負荷が増大する。また，反射音の影響により，遮音

壁反対側の沿線においても騒音レベルが上昇するなど課題が多い。これに対し，風荷

重の低減を考慮した遮音壁[55-62]，車両下部音が沿線の高所空間に伝搬することを防
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ぐレール近傍遮音壁[63]に関する研究開発が行われているが，実用にまで至っていな

いのが現状である。 

 

1.2 研究の目的 

以上の背景を踏まえ，本研究の目的を以下のとおり設定する。 

1）鉄道騒音に対する予測手法の適用範囲の拡大 

転動音および車両機器音を主音源とする在来鉄道の走行音に対する鉛直方向の指向

特性，車体・遮音壁間の多重反射による高所空間への影響を明らかにして，騒音予測

手法の適用範囲を沿線の高所空間まで拡張する。また，有限長遮音壁の挿入損失につ

いて検討を行い，近似式を導出する。 

2）風荷重軽減型遮音壁に対する騒音低減量の評価 

在来鉄道沿線の高所空間における騒音低減と風荷重軽減の両立を目指した新たな遮

音壁について，風洞実験・数値解析・現場測定を通して騒音低減と風荷重軽減の効果

を定量的に検証する。 

 

1.3 論文の構成 

第 1 章では，鉄道騒音に関する現状，騒音予測に関する課題など研究の背景を概説

し，本研究の目的，本論文の構成を示す。 

第 2 章では，既往の在来鉄道騒音予測式の概要について述べる。また，波動音響解

析手法について概観し，本研究で使用する 2 次元の時間領域有限差分法（FDTD 法）

を概説するとともに基本方程式の定式化を行う。 

第 3 章では，関東近郊の在来鉄道（平地・盛土・コンクリート高架橋区間の３箇所）

において沿線の高所空間を含む騒音分布測定を行う。この実測結果をもとに，転動音

および車両機器音を主音源とする在来鉄道の走行音の空間分布を求めると共に，既往

の騒音予測式の高所空間への適用について検討を行う。また，鉄道騒音の伝搬予測に

対して 2 次元波動数値解析手法を適用する際の音源のモデル化について検討を行い，

騒音予測への適用に関する検討を行う。 

第 4 章では，在来鉄道における車体と遮音壁の間および対向する遮音壁間で生じる

多重反射が遮音壁の騒音低減効果に及ぼす影響を評価するため，2 次元時間領域有限

差分法を用いた数値解析により，遮音壁の高さ，走行車線，先折れ遮音壁の角度を要
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因としたケーススタディを行う。次に，1/25 縮尺の模型実験を実施し，数値解析結果

との比較を行う。さらに，数値解析により算出した回折減衰量と前川チャートをもと

に算出した多重反射を考慮しない回折減衰量との差異について考察し，多重反射によ

る補正量を定量的に検討する。 

第 5 章では，在来鉄道騒音に対する有限長遮音壁の挿入損失に関して，点音源列を

想定して遮音壁上方の回折経路のみを考慮する 1 パスの方法を用いて，遮音壁の長さ

と高さ，走行車線と受音点の位置を変化させたケーススタディを行い，音源の指向性

と遮音壁の見通し角が挿入損失に及ぼす影響を検討する。続いて，線音源を想定した

騒音伝搬の簡易計算における有限長遮音壁の取扱いとして，音源の指向性と遮音壁の

見通し角を考慮した挿入損失の近似式の精度を検証した上で，近似式を用いて遮音壁

の必要長さの検討を行う。さらに，鉄道沿線に設置された遮音壁の側方端部付近にお

いて騒音測定を実施し，挿入損失の実測値と計算値との比較を行う。 

 第 6 章では，在来鉄道沿線の高所空間における騒音低減とともに風荷重の軽減を目

指し，複数の遮音板で構成される新たな遮音壁に対して，まず，1/5 縮尺風洞実験に

より様々な遮音板配置で遮音壁の風荷重軽減効果を確認する。次に，2 次元時間領域

有限差分法を用いて遮音板の幅，角度および枚数（遮音板の間隔）を変化させた場合

の騒音低減量を比較する。さらに，沿線において改良型遮音壁を仮設し，現車試験に

より騒音低減量を把握する。また，現車試験を模擬した数値解析を行い，実測値との

対応を検証する。 

第 7 章では，本研究の総括と今後の課題について述べる。 
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・波動音響解析と現車試験の比較 

第 4 章 鉄道車体と遮音壁間の 
多重反射が遮音性能に及ぼす影響 

・多重反射が遮音性能に与える影響の
検討（波動音響解析による検討） 
・縮尺模型を用いた検証実験 
・車体の有無による回折減衰量の比較 
・多重反射による補正量の算出 

従来型遮音壁 

改良型遮音壁 

従来型遮音壁 
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第2章 在来鉄道騒音の予測手法 

2.1 概要 

 音響数値解析は幾何音響解析と波動音響解析に大別される。 

 幾何音響解析は，音の波動性を無視し，音響エネルギーの伝搬を幾何学的にモデル

化する方法で，音波の回折や干渉といった現象を正確に模擬できないことから，厳密

な解を得ることは難しい。しかし，少ない計算機資源によって，大規模空間における

音響伝搬をシミュレートすることが可能である。 

 波動音響解析は，音場の基礎方程式である波動方程式に基づき，時間領域または周

波数領域で連続系を離散系に置換して解析するものである。理論的に波動性を考慮し

たものであることから，空間領域・時間（周波数）領域における高精度の予測が原理

的に保証される。 

屋外の騒音伝搬予測等に数値計算を用いる場合は，計算に必要な領域が波長に比較

して大きい。そのような問題に数値シミュレーションを適用する場合，計算量やメモ

リ容量の関係で，幾何音響理論をベースにした数値解析手法を用いることが多い[64]。

一方，鉄道騒音の予測に対して，音源となる軌道を一直線と仮定することにより，そ

の断面のみをモデル化することができ，条件を限定することにより波動音響解析を適

用することが可能となる。 

 本章では，本研究で用いる幾何音響解析と波動音響解析手法の基礎理論について概

説する。 
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2.2 幾何音響解析 

これまでに一般に環境アセスメント等の分野で広く使用されてきている在来鉄道騒

音の予測手法としては，1980年に石井・子安らにより提案された「在来線高架鉄道か

らの騒音予測手法案」[25]があり，東京都の鉄道騒音予測検討委員会により検討され

たため東京都の方法とも呼ばれている。しかし，この手法はバラスト軌道の高架橋に

おいて発生する騒音レベルを予測するもので，適用条件が限定されるものであった。

さらに，1995年に環境庁が公表した「在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音

対策の指針について」に対応して，森藤らが「在来鉄道騒音の予測評価手法」[24]を

提案した。この手法は，基本的には東京都の方法に従いながら，在来鉄道騒音に関す

る研究成果を参照し，より広い条件で適用可能となっている。 

しかし，これらの手法は，音源モデルには指向性を持つ有限長一様線音源モデルを

適用し，観測点の正面で静止している線音源モデルに対して 1 列車通過時の時間重み

特性Ｓでの最大騒音レベルが計算され，単発騒音暴露レベルは最大騒音レベルから近

似的に算出するものであった。また，構造物条件が一様でない場合には使用できない

こと，モータファン騒音のように列車編成中に局在する音源を物理的に明確に表現で

きない問題点があった。 

そこで，安部らは音源モデルとして新幹線騒音予測手法[23]で採用されている離散

点音源列モデルを採用した。また，騒音レベルの計算方法としては，「在来鉄道の新

設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針について」[3]での騒音評価値が等価騒音

レベルであることを鑑み，ASJ,RTN-Model や新幹線騒音予測手法で採用されている単

発騒音暴露レベルを算出する方法が提案されている。本章では，安部らの手法[26]

（以降，鉄道総研式）の概要を述べる。 
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2.2.1 騒音予測計算法の概要 

 在来鉄道騒音の音源を点音源列で近似し，それぞれの点音源が対象とする軌道を通

過したときの予測地点における騒音の時間変化（ユニットパターン）およびその時間

積分値を求めることを基本とする。 

  

(1) 騒音予測手法の適用範囲 

鉄道総研式が適用できる条件は以下のとおりである。 

車 両：電車，車輪の踏面状態が良好であること 

列車速度：50～150,km/h の範囲の定速走行 

軌 道：バラスト軌道，スラブ軌道（消音バラスト散布を含む），各種防振軌道 

      線路は平坦かつ直線，ロングレール区間 

レール頭頂面の状態は良好であること 

構造物：コンクリート高架橋，盛土，平地 

遮音壁：直壁型遮音壁，高さは制限なし 

受音点：高さ方向は遮音壁天端より低いこと 

線路離れ方向は軌道から 10～100,m の範囲にあること 

 

(2) 音源モデル 

①音源モデルの概要 

在来鉄道騒音の主要音源としては，３つの音源要素（転動音，構造物音，モータフ

ァン音）を考慮し，各音源要素を線路方向に分布する有限個の離散点音源列で近似す

る。これらの点音源に対し，それぞれの音響パワーレベルを車両種別，構造物条件，

軌道条件ごとに設定し，速度依存性を示すことによって，様々な車両種別，列車速度，

構造物条件，軌道条件に対応することができる。パワーレベルの値は，一般的な高架

橋（高さ 7,m程度）での沿線 12.5,m点での騒音レベルを予測した結果が既存手法, [26 ,

65]での予測結果（パワーレベルのばらつきの中央値を用いた場合）と一致するよう

に定めたものである。 
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②音源位置 

構造物断面における音源の位置としては，転動音，モータファン音は当該線軌道中

心でレールレベル高さ，構造物音は高架橋中心で高架裏面高さとする。線路方向につ

いては，各音源とも台車部に対応した位置に分布していると考えるが，モータファン

音は動力車（M 車）の台車部分のみに設定する。したがって，音源要素の数は，列車

編成両数が N，そのうち動力車（M 車）の車両が NM であれば，転動音，構造物音で

はそれぞれ 2N，モータファン騒音では 2 NMとなる。 

 

③音源の指向性 

音源の指向性は，列車接近のレベル上昇および列車通過後のレベル下降の傾きに影

響し，レベルの時間変動の積分値である単発騒音暴露レベルが指向性により異なる結

果となる。新幹線騒音については音源の指向性は無指向性に近いと報告されている

[23]。一方，在来鉄道騒音の予測では，cos2φの指向性を考慮すれば実測でのレベル

変動とあうことが確認されている[66-68]。したがって，各点音源が水平方向に cos2φ

の指向性を持つものとする。 

 

2.2.2 騒音レベルの計算手法 

音響パワーレベル Lwをもつ 1つの点音源が空間を移動するとき，この音源から放射

される音（半自由空間）による受音点における騒音レベルの時間変動（ユニットパタ

ーン）LpA,P,(t), は，音源の指向性を考慮し，式(2.1)で得られる。 

 𝐿𝑝A,p(𝑡) = 𝐿𝑤 − 8 + 10 log10 (
cos2φ(𝑡)

𝑅2(𝑡)
) − 𝛥(𝑡) − 𝛥𝐿g(𝑡) (2.1)  

 

ここで，R(t)は時刻 tにおける点音源から受音点までの距離であり，φ(t)は点音源が移

動する直線と直交する面と，時刻 t における音源と受音源を結ぶ直線とのなす角であ

る。また，ΔLd(t)と ΔLg(t)はそれぞれ時刻 t における点音源から受音点までの間に存在

する遮音壁による回折減衰量（＞0）および地表面による超過減衰量（地表面効果：

＞0）である。なお，回折減衰量は遮音壁による行路差と回折減衰量との関係を示し

た計算チャートから読みとって求める。厚みのない遮音壁による点音源に対する回折

減衰量を求める際に用いられる前川チャートをもとに，在来鉄道騒音の周波数特性を

考慮して計算図表を算出する。地表面効果については，鉄道総研式が参考とした ASJ,
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RTN-Model においてこの補正項の計算方法が示されている。一般的な在来鉄道騒音の

周波数スペクトルは道路交通騒音のスペクトルと類似していることから[26 ,68]，本検

討についても地表面効果による超過減衰量の計算に ASJ,RTN-Model,2013 の計算方法

[77]を適用することとした。 

 

構造物，地形の断面が線路方向に一様な場合には，点音源が cos2φの指向性をもつ

場合，点音源列を含む直線から受音点までの距離 r の点における音の強さ I は次式で

表される。 

 

𝐼 = ∫
𝑤cos2𝜙𝑑𝑥

2𝜋(𝑟2 + 𝑥2)

∞

−∞

 

            = ∫
𝑤𝑟2

2𝜋

∞

−∞

𝑑𝑥

(𝑟2 + 𝑥2)
2 

            =
𝑤𝑟2

2𝜋
[
1

2𝑟3
{

(
𝑥
𝑟)

1 + (
𝑥
𝑟)

2 + tan
−1 (

𝑥

𝑟
)}]

−∞

∞

 

(2.2)  

ここで，w は単位長さあたりのパワーである。点音源が直線上を速度 v で移動する場

合，単発騒音暴露レベルは次式となる。,  

 

 
𝐿A𝐸,p = 𝐿𝑤 − 10 log10 4𝜋 − 10 log10 𝑟 + 10 log10 𝜋 − 10 log10 𝑣 

= 𝐿𝑤 − 10 log10 4𝑣𝑟 
(2.3)  

ここで，Lw は音響パワーレベル[dB]，v は列車速度[m/s]，r は点音源列を含む直線か

ら受音点までの距離[m]である。 

 

 1 列車が通過するときの単発騒音暴露レベル LAE は，各点音源の単発騒音暴露レベ

ルのエネルギー和をとればよい。すなわち，式(2.4)で表される。 

 𝐿A𝐸 = 10 log10∑10𝐿A𝐸,p,𝑛/10

𝑛

 (2.4)  

ここで，LAE p nは，n 番目の点音源の単発騒音暴露レベルであり，Σは 1 列車編成に含

まれる全ての点音源についての総和を示す。 
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2.3 波動音響解析 

波動音響解析は，音場の基礎方程式である波動方程式に基づき，時間領域または周

波数領域で連続系を離散系に置換して解析するものである。計算力学における代表的

手法としては，有限差分法（Finite, Difference, Method：FDM），有限要素法（Finite,

Element,Method：FEM），境界要素法（Boundary,Element,Method：BEM）の３つが挙げ

られる[69 ,70]。これらは，ある周波数における定常解を求める「周波数領域解法」と

過度的な音響伝搬現象の進行を時々刻々と時間を進めながら追う「時間領域解法」に

分けられる。前者の代表例としては有限要素法および境界要素法，後者の代表例とし

ては時間領域有限差分法が挙げられる。 

一般に，開空間を対象としたケースでは境界要素法が広く用いられてきた[71-76]。

しかし，純音に対する定常応答を求める境界要素法では解の精度を確保するためには，

ある程度狭い周波数間隔で多数の 2 次元解を計算しておく必要があるため，計算量が

膨大になる[77]。鉄道のように車体を含めた条件で解析を行う場合，車体形状に起因

した固有周波数付近での解の発散を回避し，密な周波数間隔で周波数応答を計算でき

る利点が有限差分法にはある。 

コンピュータの能力を考慮すると，現段階では対象とする音場を広い周波数範囲に

わたって 3 次元的に取り扱うことは困難であり，実用的には 2 次元解析によらざるを

得ないことが多い[78 ,79]。この場合，現実の音場における音源が点音源，あるいは無

相関な点音源が直線上に並んだ非干渉性線音源であるのに対して，数値解析では干渉

性線音源として取り扱うこととなる[80]。このような音源性状の相違を解決する方法

として，D.Duhamel は干渉性線音源に対する 2 次元の波動解から点音源や非干渉性線

音源などの 3 次元波動解を計算する積分変換手法を提案している[81]。道路交通騒音

や鉄道騒音を対象とすることを前提として音場を同一断面が無限に連続するものとモ

デル化し，2, 次元音場における応答を 3, 次元音場における応答に変換する方法[82-84]

は 2.5 次元解析と呼ばれることもある。しかし，2.5D-FDTD, 解析は反射性の境界条件

だけに適用可能で，吸音性の遮音壁やバラスト軌道など周波数特性をもつ吸音境界の

扱いが難しく，実質的には反射性境界に限定される。 

在来鉄道における主たる騒音源は車両下部に位置する転動音と言える。先に述べた

3つの波動数値解析手法のうち，構造体の振動解析が主である FEMの適用は利点が少

ないと考える。つぎに，BEM と FDM を比較した場合，一般には開空間における騒音

の伝搬問題に対しては BEM の方が有利であると考えられる。ここで，本研究で取り
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扱う問題について整理すると，①解析空間は 40,m×30, m 程度に限定できる，②過渡

応答の計算が可能な FDM は時間を要するかもしれないが，一度の計算でインパルス

応答が得られる，③車両と軌道間，車両と遮音壁等の多重反射を含むため，BEM で

は狭い周波数間隔で数多く計算を繰り返さなければならず，かなりの計算時間を要す

る，④BEM の場合は車両･軌道･遮音壁等の形状に起因した固有周波数付近での解の

発散を回避しながら計算する必要がある。 

鉄道の騒音問題では直線的な構造を取扱うケースが多いことを考慮すると，鉄道断

面形状をモデル化した 2 次元音場に対する解析を行うことで，騒音伝搬の特徴の把握

や対策効果，軌道上の音源を線音源にモデル化した場合の沿線における騒音レベルを

実用的な精度で計算することができる。ただし，個々の音源となる車両下部音は互い

に無相関に音を発しているのでランダム位相の線音源（非干渉性線音源）であり，2

次元音場で想定される奥行き方向に同位相の音源（干渉性線音源）とは物理的に異な

る。しかし，道路交通騒音を対象とした場合，非干渉性線音源からの応答と干渉性音

源からの応答の差は小さいという検討結果がある[35 ,36]。さらに，鉄道騒音について

も，遮音壁等の形状等を変更した場合の対策効果に関しては，2 次元での数値解析の

結果と 3 次元の縮尺模型実験の結果が概ね一致することが確認されている[19]。 

 これらの状況を踏まえ，本検討課題に対して有限差分法，とくに過渡応答の計算が

可能な 2 次元の時間領域有限差分法（Finite-Difference,Time-Domain,method:,FDTD 法）

[85-87]を適用することとした。この章では FDTD 法について詳述する。 
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2.4 時間領域差分法の定式化 

波動方程式を導出する 2つの基本式，「運動の式」，「連続の式」は 2次元音場では式

のように表される。 

 

 𝜌0
𝜕𝑢

𝜕𝑡
＋
𝜕𝑝

𝜕𝑥
= 0 (2.5)  

 𝜌0
𝜕𝑣

𝜕𝑡
＋
𝜕𝑝

𝜕𝑦
= 0 (2.6)  

 
𝜕𝑝

𝜕𝑡
＋𝜅 (

𝜕𝑢

𝜕𝑥
＋
𝜕𝑣

𝜕𝑦
) = 0 (2.7)  

 

ただし，p は音圧[Pa]，u，v，は x，y 各方向の粒子速度[m/s]ベクトル，κ は空気の

体積弾性率[N/m2]，ρ0は平衡状態における空気密度[kg/m3]を表す。 

FDTD, 法では対象とする音場をスタガードグリッド（図, 2.1）に分割し，式(2.5)～

(2.7)の空間および時間に関する１階微分項を有限差分で近似する。 

 

 

図 2.1 有限差分法におけるスタガードグリッド 
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図, 2.1 により，音圧の定義点と粒子速度の定義点は Δh/2 だけずれている。図には示

されていないが，空間と同様に時間についても音圧と粒子速度の定義時間は Δt/2 だけ

ずれることになる。, 関数 f(x)を h まわりにテイラー展開すると以下のようになる。 

𝑓 (ℎ +
𝛥ℎ

2
) = 𝑓(ℎ) +

𝛥ℎ

2

𝜕𝑓(ℎ)

𝜕𝑥
+
1

2
(
𝛥ℎ

2
)
2 𝜕2𝑓(ℎ)

𝜕𝑥2
+
1

6
(
𝛥ℎ

2
)
3 𝜕3𝑓(ℎ)

𝜕𝑥3
+ ⋯

+
1

𝑛!
(
𝛥ℎ

2
)
𝑛 𝜕𝑛𝑓(ℎ)

𝜕𝑥𝑛
 

(2.8)  

𝑓 (ℎ −
𝛥ℎ

2
) = 𝑓(ℎ) −

𝛥ℎ

2

𝜕𝑓(ℎ)

𝜕𝑥
+
1

2
(
𝛥ℎ

2
)
2 𝜕2𝑓(ℎ)

𝜕𝑥2
−
1

6
(
𝛥ℎ

2
)
3 𝜕3𝑓(ℎ)

𝜕𝑥3
+ ⋯

+
1

𝑛!
(−
𝛥ℎ

2
)
𝑛 𝜕𝑛𝑓(ℎ)

𝜕𝑥𝑛
 

(2.9)  

 式(2.8)と式(2.9)の差をとり，式を変形すると，式(2.10)のようになり，一階微分に

対する差分近似式（中心差分）となる。 

 𝜕𝑓(ℎ)

𝜕𝑥
=
𝑓 (ℎ +

𝛥ℎ
2 ) − 𝑓 (ℎ −

𝛥ℎ
2 )

𝛥ℎ
−
1

6
(
𝛥ℎ

2
)
2 𝜕3𝑓(ℎ)

𝜕𝑥3
+ ⋯ 

(2.10)  

 式(2.10)による近似を時間，空間の双方に適用して変形すると以下の差分スキーム

が得られる。 

 𝑢𝑛+1 (𝑖 +
1

2
, 𝑗) = 𝑢𝑛 (𝑖 +

1

2
, 𝑗) −

𝛥𝑡

𝜌𝛥𝑥
{𝑝𝑛+

1

2(𝑖 + 1, 𝑗) − 𝑝𝑛+
1

2(𝑖, 𝑗)},  (2.11)  

 𝑣𝑛+1 (𝑖, 𝑗 +
1

2
) = 𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 +

1

2
) −

𝛥𝑡

𝜌𝛥𝑦
{𝑝𝑛+

1

2(𝑖, 𝑗 + 1) − 𝑝𝑛+
1

2(𝑖, 𝑗)},  (2.12)  

 

𝑝𝑛+
1
2(𝑖, 𝑗) = 𝑝𝑛−

1
2(𝑖, 𝑗) −

𝜅𝛥𝑡

𝛥𝑥
{𝑢𝑛 (𝑖 +

1

2
, 𝑗) − 𝑢𝑛 (𝑖 −

1

2
, 𝑗)}

−
𝜅𝛥𝑡

𝛥𝑦
{𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 +

1

2
) − 𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 −

1

2
)} 

(2.13)  
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2.4.1 インピーダンス境界条件 

吸音特性を持った境界を再現させるための最も簡単な方法として，その吸音特性を

音響系と等価な機械系であるバネマス系に置き換える方法[88 ,89]が提案されている。 

境界面の吸音特性は，次式の表面インピーダンスによって規定されることが多い。 

 𝑧n =
𝑝

𝑢n
 (2.14)  

ただし，znは法線方向外向きの音響インピーダンス，unは法線方向粒子速度である。 

 境界面が完全反射のときは，インピーダンスは無限大であり，この条件は境界面の粒子

速度をゼロとすることによって実現される。 

 

 

図 2.2 境界面近傍の音圧と粒子速度 

 一方，完全に吸収されて反射しない条件は，平面波入射に対して zn＝ρ0c0（c0 は音

速）であるが，通常現れる球面波（2 次元では円筒波）入射の場合には完全な吸収条

件とならず，ある程度の反射波が残る。Yee アルゴリズムでは，音圧 p と各方向の粒

子速度 u，v が変数なので，壁面の音響インピーダンスが規定された場合，式(2.14)に

よって表される境界条件は次のように近似することができる[90]。 

 𝑢𝑖+1/2,𝑗
𝑛+1 =

𝑝𝑖,𝑗
𝑛+1/2

𝑧n
𝑛𝑥 (2.15)  

 𝑣𝑖,𝑗+1/2
𝑛+1 =

𝑝𝑖,𝑗
𝑛+1/2

𝑧n
𝑛𝑦 (2.16)  

ここで，n=,(nx ,ny)は境界面の外向き方向法線ベクトルである。 

Boundary

𝑢𝑖+1/2,𝑗
𝑛

𝑣𝑖,𝑗+1/2
𝑛

𝑝𝑖,𝑗
𝑛+1/2

n=(𝑛𝑥 , 𝑛𝑦)
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 壁面の吸音特性を表すエネルギー的な指標として吸音率 α があり，建築音響・環境

音響の分野で一般的に用いられている。このうち，垂直入射吸音率 α0と法線方向音響

インピーダンスは以下のように関係づけられる[91]。なお，垂直入射吸音率は吸音さ

れるエネルギーの入射波エネルギーに対する比率であり，0 から 1 の間の数値をとる。 

 𝛼0 = 1 − |
𝑧n − 𝜌0𝑐0
𝑧n + 𝜌0𝑐0

| (2.17)  

したがって，材料の仕様から垂直入射吸音率が推定された場合，その壁面の法線方向

インピーダンスは， 

 𝑧n = 𝜌0𝑐0
1 + √1 − 𝛼0

1 − √1 − 𝛼0
 (2.18)  

として設定することができる。 
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2.4.2 FDTD（2,4）法 

Yee アルゴリズムは，微分方程式に現れる 1 階微分係数を 2 点差分で近似するが，

差分参照点を増やすことにより空間差分の近似次数を上げて，計算精度を高める方法

も考えられる[92 ,93]。 

Taylor 展開法を用いて，差分参照点を 4 点とした差分近似を導く。x±h/2，x±3h/2 に

おける関数値 f (x±h/2)および f (x±3h/2)の，x まわりの Taylor 展開を考えると，以下の

ようになる。 

𝑓 (𝑥 +
ℎ

2
) = 𝑓(𝑥) +

1

2
𝑓(1)(𝑥)ℎ +

1

8
𝑓(2)(𝑥)ℎ2 +

1

48
𝑓(3)(𝑥)ℎ3 +

1

384
𝑓(4)(𝑥)ℎ4 +⋯ (2.19)  

𝑓 (𝑥 −
ℎ

2
) = 𝑓(𝑥) −

1

2
𝑓(1)(𝑥)ℎ +

1

8
𝑓(2)(𝑥)ℎ2 −

1

48
𝑓(3)(𝑥)ℎ3 +

1

384
𝑓(4)(𝑥)ℎ4 +⋯ (2.20)  

𝑓 (𝑥 +
3ℎ

2
) = 𝑓(𝑥) +

3

2
𝑓(1)(𝑥)ℎ +

9

8
𝑓(2)(𝑥)ℎ2 +

9

16
𝑓(3)(𝑥)ℎ3 +

27

128
𝑓(4)(𝑥)ℎ4 +⋯ (2.21)  

𝑓 (𝑥 −
3ℎ

2
) = 𝑓(𝑥) −

3

2
𝑓(1)(𝑥)ℎ +

9

8
𝑓(2)(𝑥)ℎ2 −

9

16
𝑓(3)(𝑥)ℎ3 +

27

128
𝑓(4)(𝑥)ℎ4 +⋯ (2.22)  

上記 4 つの式より，
𝜕𝑓

𝜕𝑥
を計算するために，{式(2.19)－式(2.20)}×27－{式(2.21)－式

(2.22)}を計算して整理すると， 

𝑓(1)(𝑥) =
−𝑓 (𝑥 +

3ℎ
2 ) + 27𝑓 (𝑥 +

ℎ
2) − 27𝑓 (𝑥 −

ℎ
2) + 𝑓(𝑥 −

3ℎ
2 )

24ℎ
+ ε (2.23)  

ここで，ε は誤差項で， 

 ε =
3

640
𝑓(5)(𝑥)ℎ4 (2.24)  

となり，4 次精度となる。なお，f (n)は n 次導関数を示す。 

時間に関して 2 点差分，空間に対して 4 点差分を用いた差分スキームは，FDTD

（2 4）法と呼ばれ，以下のように表すことができる。 

 𝑢
𝑖+
1
2
,𝑗

𝑛+1 = 𝑢
𝑖+
1
2
,𝑗

𝑛 −
𝛥𝑡

𝜌0ℎ
∑ 𝐶𝑚

1

𝑚=0

(𝑝𝑖+𝑚,𝑗
𝑛+1/2

− 𝑝𝑖−𝑚,𝑗
𝑛+1/2

) (2.25)  

ここで，𝐶0 =
9

8
，𝐶1 =

1

24
である。 
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2.4.3 高次差分によるスキームの高精度化 

 一般的な FDTD スキームは式(2.25)に示されるように離散化幅 Δh に対して 2 次の精

度となるが，テイラー展開法によれば参照点を増やすことによって精度をさらに上げ

ることが可能である[94]。例えば計算点を中心とした 2(M+1)点で差分近似する（M は

整数）とき，音圧 p(x)の x 方向偏微分係数をテイラー展開法により導出すると次式と

なる。 

𝜕𝑝(𝑥)

𝜕𝑥
= ∑ {

𝐶𝑚
∑ (2𝑙 + 1)𝐶𝑙
𝐿
𝑙=0

}{
𝑝(𝑥 + (𝑚 +

1
2)𝛥𝑥 − 𝑝(𝑥 − (𝑚 +

1
2)𝛥𝑥

𝛥𝑥
}

𝑀

𝑚=0

 

+
2

(2𝑀 + 3)!
∑ 𝐶𝑚 (

2𝑚 + 1

2
)
2𝑀+3

𝛥𝑥2(𝑀+1)
𝜕2𝑀+3𝑝(𝑥)

𝜕𝑥2𝑀+3

𝑀

𝑚=0

+⋯ 

(2.26)  

 𝐶𝑚 = (−1)𝑚+1
(2𝑀 − 1)2(2𝑀 + 1)2

{2(𝑀 −𝑚) + 1}2
(2𝑀 + 1)!

𝑚(2𝑀 −𝑚 + 1)!
 (2.27)  

このとき，近似のオーダーは, O（Δx2(M+1)）となり，参照点の数が増加するほど微分

係数の近似精度が高くなる。式(2.26)中，
𝐶𝑚

∑ (2𝑙+1)𝐶𝑙
𝐿
𝑙=0

= 𝐷𝑚とすれば式(2.11)～(2.13)に

対応する差分スキームは以下のようになる。 

 

𝑢𝑛+1 (𝑖 +
1

2
, 𝑗) = 𝑢𝑛 (𝑖 +

1

2
, 𝑗) 

−
𝛥𝑡

𝜌0ℎ
∑ 𝐷𝑚

𝑀

𝑚=0

{𝑝𝑛+1/2(𝑖 + 𝑚 + 1, 𝑗)−𝑝𝑛+1/2(𝑖 − 𝑚, 𝑗)} 

(2.28)  

 

𝑣𝑛+1 (𝑖, 𝑗 +
1

2
) = 𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 +

1

2
) 

−
𝛥𝑡

𝜌0ℎ
∑ 𝐷𝑚

𝑀

𝑚=0

{𝑝𝑛+1/2(𝑖, 𝑗 + 𝑚 + 1)−𝑝𝑛+1/2(𝑖, 𝑗 − 𝑚)} 

(2.29)  
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𝑝𝑛+1/2(𝑖, 𝑗) = 𝑝𝑛−1/2(𝑖, 𝑗)

−
𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ

× [∑ 𝐷𝑚

𝑀

𝑚=0

{𝑢𝑛 (𝑖 + 𝑚 +
1

2
, 𝑗)−𝑢𝑛 (𝑖 − 𝑚 −

1

2
, 𝑗)}

+ ∑ 𝐷𝑚

𝑀

𝑚=0

{𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 + 𝑚 +
1

2
)−𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 − 𝑚 −

1

2
)}] 

(2.30)  

 なお，時間項についても同様に高次差分が考えられるが，時間項に対して参照点を

増すことは計算機の必要メモリの増大に直接つながるため，これを行わないこととし

た。 

 

2.4.4 高次スキームに対する安定・分散性解析 

von-Neumann, の安定性解析によれば，差分スキームが安定に動作するための条件

を導くことができる。von-Neumann, の安定性解析とは，ある時刻に次式で表される

正弦平面波を差分スキームに与えた場合に次の時間ステップに現れる離散化誤差を評

価するものである。 

図, 2.3 のように，2 次元音場において x 軸に対して角度 θ の方向に進行する波数 k

（＝ω/c），振幅 1 の平面波は，座標点（x ,y）において以下のように表される。 

 𝑝0(𝑥, 𝑦, 𝑡) = 𝑒
𝑗𝑘𝑥𝑥𝑒𝑗𝑘𝑦𝑦𝑒−𝑗𝜔𝑡 (2.31)  

ただし，kx，kyは波数 k の方向成分で，kx＝k cosθ，ky＝k sinθ。 

離散化時間幅 Δt あたりの振幅の複素変化量を Z とすると，時刻 nΔt 後の lxΔx，lyΔy

離れた位置の粒子速度，音圧[un ,vn ,pn]T,は次式で表すことができる。 

 [
𝑢𝑛

𝑣𝑛

𝑝𝑛
] = [

𝑢0

𝑣0

𝑝0
] 𝑍𝑛𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ) (2.32)  

ここで，[u0 ,v0 ,p0]T,は粒子速度および音圧の初期値，（lx  ly）は格子点座標を表す。 

 



21 

 

図 2.3 平面波の伝搬方向 

 

 
𝑢𝑛+1 (𝑙𝑥 +

1

2
, 𝑙𝑦) − 𝑢

𝑛 (𝑙𝑥 +
1

2
, 𝑙𝑦) 

= (𝑍1/2 − 𝑍−1/2)𝑢0𝑍𝑛+1/2𝑒−𝑗𝑘𝑥((𝑙𝑥+1/2)𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ) 

(2.33)  

 

𝑝𝑛+1/2(𝑙𝑥 +𝑚 + 1, 𝑙𝑦) − 𝑝
𝑛+1/2(𝑙𝑥 −𝑚, 𝑙𝑦) 

     = 𝑝0𝑍𝑛+
1
2(𝑒−𝑗𝑘𝑥((𝑙𝑥+𝑚+1)𝛥ℎ) − 𝑒−𝑗𝑘𝑥((𝑙𝑥−𝑚)𝛥ℎ))𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ) 

     = 𝑝0𝑍𝑛+
1
2 𝑒

−𝑗𝑘𝑥((𝑙𝑥+
1
2
)𝛥ℎ)

𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ)(𝑒−𝑗𝑘𝑥((𝑚+1/2)𝛥ℎ)

− 𝑒−𝑗𝑘𝑥((−𝑚−1/2)𝛥ℎ)) 

    = −𝑝0𝑍𝑛+
1
2 𝑒

−𝑗𝑘𝑥((𝑙𝑥+
1
2
)Δℎ)

𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦Δℎ)2𝑗sin(𝑘𝑥 (𝑚 +
1

2
)Δℎ) 

(2.34)  

同様に y 方向は 

 
𝑣𝑛+1 (𝑙𝑥 ,  𝑙𝑦 +

1

2
) − 𝑣𝑛 (𝑙𝑥 , 𝑙𝑦 +

1

2
) 

= (𝑍1/2 − 𝑍−1/2) 𝑣0𝑍𝑛+1/2𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦((𝑙𝑦+1/2)𝛥ℎ) 

(2.35)  

 

𝑝𝑛+1/2(𝑙𝑥, 𝑙𝑦 +𝑚 + 1) − 𝑝𝑛+1/2(𝑙𝑥, 𝑙𝑦 −𝑚) 

    = −𝑝0𝑍𝑛+
1
2 𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥Δℎ)𝑒

−𝑗𝑘𝑦((𝑙𝑦+
1
2
)Δℎ)

2𝑗sin(𝑘𝑦 (𝑚 +
1

2
)Δℎ) 

(2.36)  

ｘ

ｙ

θ

θ

Δh

Δ
h

０
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 𝑝𝑛+1/2(𝑖, 𝑗) − 𝑝𝑛−
1
2(𝑖, 𝑗) = (𝑍1/2 − 𝑍−1/2) 𝑝0𝑍𝑛𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ) (2.37)  

 

𝑢𝑛 (𝑖 + 𝑚 +
1

2
, 𝑗) − 𝑢𝑛 (𝑖 − 𝑚 −

1

2
, 𝑗)

= 𝑢0𝑍𝑛𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ)2𝑗𝑠𝑖𝑛(𝑘𝑥 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ) 

(2.38)  

 

𝑣𝑛 (𝑖, 𝑗 + 𝑚 +
1

2
) − 𝑢𝑛 (𝑖, 𝑗 − 𝑚 −

1

2
)

= 𝑣0𝑍𝑛𝑒−𝑗𝑘𝑥(𝑙𝑥𝛥ℎ)𝑒−𝑗𝑘𝑦(𝑙𝑦𝛥ℎ)2𝑗𝑠𝑖𝑛(𝑘𝑦 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ) 

(2.39)  

最終的にこれらの方程式を行列にまとめると式(2.40)が得られる。 

[
 
 
 
 
 
 
 
 

𝑍
1
2 − 𝑍−

1
2 0 −

𝛥𝑡

𝜌0𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin
𝑘𝑥ℎ

2

0 𝑍
1
2 − 𝑍−

1
2 −

𝛥𝑡

𝜌0𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin
𝑘𝑦ℎ

2

−
𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin
𝑘𝑥ℎ

2
−
𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin
𝑘𝑦ℎ

2
𝑍
1
2 − 𝑍−

1
2

]
 
 
 
 
 
 
 
 

[
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑢0

𝑣0

𝑝0]
 
 
 
 
 
 
 
 

=

[
 
 
 
 
 
 
 
 
0

0

0 ]
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 (2.40)  

式(2.40)のベクトル[u0 ,v0 ,p0]T が非ゼロベクトルであるためには，3×3 ベクトルの

行列式の値がゼロとならなくてはならない．この条件により，Z に関する以下の方程

式が得られる。 

 

(𝑍1/2 − 𝑍−1/2)
3
− (𝑍

1
2 − 𝑍−

1
2) {

𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin (𝑘𝑥 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ)}

2

− (𝑍
1
2 − 𝑍−

1
2) {

𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ
∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin (𝑘𝑦 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ)}

2

 

(2.41)  

 

 

𝑍2 − 2𝑍 {∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin (𝑘𝑥 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ)}

2

+ {∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

2𝑗sin (𝑘𝑦 (𝑚 +
1

2
)𝛥ℎ)}

2

(
𝜅𝛥𝑡

𝛥ℎ
)
2

+ 1 = 0 

(2.42)  
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ここで，𝛾 = 𝑐𝛥𝑡/𝛥ℎ, 𝜈 = 𝛥ℎ/𝜆として A を以下のとおりとすると Z に関する方程式が

得られる。 

 

𝐴 = [{∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

𝑗sin (2𝜋cos𝜃 (𝑚 +
1

2
) 𝜈)}

2

+ {∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

𝑗sin (2𝜋sin𝜃 (𝑚 +
1

2
) 𝜈)}

2

] 𝛾2 

(2.43)  

 

 𝑍2 − 2𝐴𝑍 + 1 = 0 (2.44)  

式(2.44)の解は 

 𝑍 = {
𝐴 ± √𝐴2 − 1  (𝐴 < −1)  

𝐴 ± 𝑗√𝐴2 − 1  （− 1 ≦ 𝐴 ≦ 1）
 (2.45)  

となるが，式(2.45)において Z の絶対値が 1 より大きい場合，時間ステップとともに

振幅が増大し，発散する。したがって－1≦A≦1 が安定条件である。,  

ここで，正弦関数|sin𝜃| ≦ 1，θ：実数の条件を利用すると，式(2.44)が解をもつ条件

は式(2.46)で表される。 

 

0 ≦ [{∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

𝑗sin (2𝜋cos𝜃 (𝑚 +
1

2
) 𝜈)}

2

+ {∑ 𝐶𝑚

𝑀

𝑚=0

𝑗sin (2𝜋sin𝜃 (𝑚 +
1

2
) 𝜈)}

2

] 𝛾2

≦ 2 [∑|𝐶𝑚|

𝑀

𝑚=0

]

2

𝛾2 ≦ 1 

(2.46)  

したがって，安定化の条件は式(2.47)で表される。 

 γ =
𝑐𝛥𝑡

𝛥ℎ
≦

1

√2∑ |𝐶𝑚|
𝑀
𝑚=0

 (2.47)  
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差分近似の次数 M＋1 に対する γ を表, 2.1 に示す。表, 2.1 より，差分近似の増加

（高次化）に伴い，時間離散幅を小さくとらなければならない。 

 

表 2.1 差分近似の次数 M＋1 の差分近似の安定化条件 

M 

（差分近似の次数 M＋1） 

1

√2∑ |𝐶𝑚|
𝑀
𝑚=0

 

0 0.70711 

1 0.60609 

2 0.56948 

3 0.55100 

 

 

2.4.5 開領域における吸音境界条件 

差分法は領域型解法であるため，開領域を対象とする場合には境界面からの反射波

を低減するために境界面を特別なモデルで近似する必要がある[95]。 

領域終端にエネルギーを吸収する層（吸音層）を設定することにより，音場領域内

に戻る反射波を減衰させる。この概念に基づく手法で最も効果的であるとされている

のが PML（Perfectly,Matched,Layer）[96 ,97]である。 

PMLでは，空気領域と吸音層の特性インピーダンスが共に入力波の周波数および入

射角度に関わらず一致する仮想的な媒質を設定することにより，両領域の境で反射が

発生しないようにしている。線形音波に対する PML では，吸音層内における音響伝

搬の支配方程式に減衰定数 Rx，Ryを導入した以下の式を用いる。 

 

 𝜌0
𝜕𝑢

𝜕𝑡
＋𝑅𝑥𝑢 +

𝜕𝑝

𝜕𝑥
= 0， 

𝜕𝑝𝑥
𝜕𝑡

＋
𝑅𝑥
𝜌0
𝑝𝑥 + 𝜅

𝜕𝑢

𝜕𝑥
= 0 (2.48)  

 𝜌0
𝜕𝑣

𝜕𝑡
＋𝑅𝑦𝑣 +

𝜕𝑝

𝜕𝑦
= 0， 

𝜕𝑝𝑦

𝜕𝑡
＋
𝑅𝑦

𝜌0
𝑝𝑦 + 𝜅

𝜕𝑣

𝜕𝑦
= 0 (2.49)  

 𝑝 = 𝑝𝑥 + 𝑝𝑦 (2.50)  

Rx＝Ry＝0 として整理すると，空気中の音波伝搬を表す式(2.5)～(2.7)と一致する。 
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図, 2.4 に，2 次元音場を対象として PML の設定の概要を示す。x 方向に音波を浸透

させる場合には Rx＝0とする。PML層の幅を Nグリッドとする。図中破線で示す，空

気領域と PML 層の境で Rx，Ry の値がゼロから非ゼロの値へと変化すると，その不連

続性によって数値的な反射波が生じ，誤差要因となる。そこで，本論文では次式のよ

うに空気領域と PML 層の境からの距離の関数として，減衰定数 R の値を空間的に滑

らかに変化させて与える。 

 𝑅(𝑖ℎ) = 𝑅max (
𝑖ℎ

𝑁ℎ
)
𝑚

 (2.51)  

 ただし，ih は interface からの距離，Nh は PML 境界層厚さ，Rmaxは減衰定数の最大

値，m は R の空間分布を与える定数であり，文献を参考に m＝3，Rmax＝1.47×103 と

する[97 ,100]。計算領域終端部からの反射音を十分に低減するため，幅 5, m の境界吸

収層を配置する。 

 

図 2.4 PML の設定 

 

2.4.6 数値解析で用いる音源 

線形・時不変のシステムでは，インパルス応答はそのシステムの全ての情報を含む

重要な物理量である｡FDTD, 法は時間発展型の解法であるため，インパルス音源を近

似する空間関数を初期値として解けば，インパルス応答の近似解を直接求めることが

Nh
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でき，非常に有効である。インパルス音源は理想的にはデルタ関数で表されるが，強

い不連続性をもつため，微分方程式を離散系で表現して解く数値解法でこれをそのま

ま取り扱うことはできない。そこで，音源の初期条件としてはある程度連続性をもっ

た滑らかな関数を設定することになる。このような関数として正弦パルスやガウシア

ンパルスを初期の空間分布として与える手法が提案されている。 

① 正弦パルス 

 𝑝0(𝑟) = {
1 + cos (

π𝑟

𝑑
)（𝑟 ≦ 𝑑）

0     （𝑟 > 𝑑）
 (2.52)  

②ガウシアンパルス 

 𝑝0(𝑟) = exp(−
𝑟2

𝑑2
) (2.53)  

 ここで，rは音源からの距離[m]，dは初期空間波形の幅を代表するパラメータ[m]で

ある。音場解析では初期の粒子速度は 0 とする。正弦パルスはその特性上高周波数成

分を多く含み分散誤差が発生しやすいのに対し，ガウシアンパルスは高周波成分が少

なく安定性が高いため[98]，本論文ではガウシアンパルスを用いることにする。 

時刻 t＝0, で式(2.53)の音圧分布をとり，初期速度が全領域にわたってゼロとなる条

件のもとで自由空間中の音波伝搬を解くと下式のようになる[99]。 

 𝑝(𝑟, 𝑡) =
1

2𝑟
(𝑟 − 𝑐𝑡)𝑒

−(𝑟−𝑐𝑡)2

𝑑2 +
1

2𝑟
(𝑟 + 𝑐𝑡)𝑒

−(𝑟+𝑐𝑡)2

𝑑2  (2.54)  

式(2.54)第一項は音源から外側方向に向かう進行波，第二項は無限遠から音源に向かう

後退波を表している。自由音場遠方では，式(2.54)の寄与はゼロに漸近し，進行波の影響

のみと考えてもよい。そこで第一項をフーリエ変換してスペクトルを求めると下式のよう

になる。 

 𝐹𝑝(𝑟, 𝑡) =
√𝜋𝑑2

2𝑟𝑐2
𝑒−𝑗𝜔

𝑟
𝑐 ∙ 𝜔𝑑 ∙ 𝑒

−
(𝜔𝑑)2

4𝑐2  (2.55)  

これを ωd/c, をパラメータとして図示したものが図, 2.5 である。この初期条件によ

る音波伝搬解には以下の特徴が見られる。 

(1), 低周波数帯域では周波数に比例してスペクトル成分が増加する。 
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(2), スペクトルのピークは ωd,/c,=,2，すなわち f,=,c /,(2πd)で現れる．ピーク周波数以

上の周波数では急激にスペクトル成分が低下するローパスフィルタの性状を示す。 

(3), ピーク周波数は初期空間波形の幅を代表するパラメータ d に反比例する。 

 

また，図, 2.5 を見ると，ピークから 3dB 下がったところが，ωd /c＝e である。本研

究ではその点を対象とする周波数の上限 fmaxと設定し， 

 𝑑 =
𝑐𝑒

𝜔max
=

𝑐𝑒

2𝜋𝑓max
 (2.56)  

となるように d を設定した。例えば 2.5kHz の 1/3 オクターブバンド上限を fmaxとした

場合，d＝0.06,m 程度である。 

 

 

図 2.5 ガウシアンパルスのスペクトル 

  

数値計算の上限周波数を 2.5,kHz に設定し，差分近似は 4 次（M＝3），時間および

空間の離散化幅を Δt＝15.6,μs（1/64 000, s），Δx＝Δy＝16,mm とすることで，安定化条

件γ＝cΔt/Δh＝0.332＜0.551 を満足させた。また，初期音圧の幅は d＝Δh×3＝48,mm

とした, [100]。 
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2.5 まとめ 

 本章では，既往の在来鉄道騒音の予測計算方法および波動音響解析について概説し

た。まず，本論文において検討する既往の騒音予測式（鉄道総研式）の計算手法およ

び適用範囲について概説した。つぎに，本研究で用いる時間領域有限差分法（FDTD

法）による音場の数値解析手法について概説するとともに，2 次元音場内の基本方程

式である「運動の式」および「連続の式」の 2 つの偏微分方程式に，スタガードグリ

ッド系による空間差分と時間差分の概念を適用し，その基本方程式の定式化を行った。

また，開領域における吸音境界条件として PML 無反射境界条件や，音源条件として

ガウシアンパルスに関する設定方法について述べた。さらに，空間および時間の分解

能と数値計算の安定性の関係を差分の近似次数をパラメータに整理した。 
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第3章 在来鉄道騒音に対する予測手法の適用

に関する検討 

 

3.1 概要 

近年，都市部においては沿線に近接して建築物が建てられている場合が多く，これ

らの高層階に対する鉄道騒音の正確な予測や低減対策が課題となっている。これまで

に公表されている在来鉄道騒音の予測手法の中で，森藤らや安部らの提案手法が広く

用いられているが，沿線の高所空間における予測精度は十分に検証されていない。 

鉄道騒音について実車の走行試験や模型実験を用いた転動音の仰角方向の指向特性

の検討が行われたが，長倉らの研究[32]では車両断面内の鉛直方向で小さく，水平方

向に強い指向特性を有していることを示しているが，試験線における実車試験データ

（列車速度は 32～33km/h）による検討結果である。一方，中澤の検討[34]によると，

新幹線鉄道沿線における騒音測定の結果，高架橋と測定点までの間に建つ建物の遮蔽

効果を含んだ結果ではあるが，地上付近より高所で騒音レベルが大きくなることを示

している。 

以上の背景から，騒音予測・対策が求められる在来鉄道の営業線において高所空間

を含めた検証測定を行う必要があると考えられる。そこで，まず，関東近郊の在来鉄

道（平地・盛土・高架区間の３箇所）において沿線の高所空間を含む騒音分布測定を

実施する。この実測結果をもとに，転動音および車両機器音を主音源とする在来鉄道

の走行音の空間分布を求めると共に，既往の騒音予測式（鉄道総研式）の高所空間へ

の適用について検討を行う。 

また，波動数値解析により沿線の騒音伝搬を予測する場合，計算メモリや計算時間

の制約から 2 次元解析を適用することが多い。しかし，実際の鉄道騒音は非干渉性線

音源であるのに対して，2 次元解析では干渉性線音源を仮定するため，解析結果の妥

当性について検討する必要がある。そこで，上記の騒音分布をもとに，鉄道騒音の伝

搬予測に対して 2 次元波動数値解析手法を適用する際の音源のモデル化について検討

を行い，予測精度を検証する。 
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3.2 高所空間を含めた騒音伝搬特性（鉛直断面の指向特性）

の把握 

3.2.1 測定箇所 

関東近郊の在来鉄道の路線から，平地区間，盛土区間，コンクリート高架橋区間の各線

路構造を対象に，周囲に建物が少なく十分な見通しが確保できる測定箇所として，壁無し

の平地区間と盛土区間，直壁のコンクリート高架橋区間の３箇所を選定した。 

 

3.2.2 測定方法 

 図, 3.1に示すように，近接側軌道中心からの水平距離, 6.25,m（盛土区間のみ10,m）

～31.25,m，地上からの高さ 1.2,m～25,m の範囲に 30 点，軌道近傍に 1 点，計 31 の測

定点を配置した。コンクリート高架橋区間では，さらに遮音壁天端 1 点，高架橋下 2

点（地上からの高さ 1.2,m ,5.0,m）の測定点を追加した[101 ,102]。測定状況を図, 3.2 に

示す。いずれの線路構造においても，沿線の地盤面はアスファルト舗装もしくは固い

土の反射性で，ほぼ平坦な地面であった。 

今回の騒音測定は近郊型電車が対象で，天候が良く，風の弱い日（風速 1.5,m/s 以

下）を選んで測定を実施した。結果，(a)平地区間は列車速度 V=53～63,km/h，(b)盛土

区間は V=72～80,km/h，(c)コンクリート高架橋区間は V=78～96,km/h の実測データが

得られた。1 箇所あたりの測定本数は 30～50 列車であったが，とくに暗騒音の影響が

小さい測定列車を対象に分析を行った。 
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(a) 平地区間 

 

 

 

(b) 盛土区間 

 

図 3.1 在来鉄道沿線における測定点配置図 

（平地区間，盛土区間） 
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(c) コンクリート高架橋区間 

 

図 3.1 在来鉄道沿線における測定点配置図 

（コンクリート高架橋区間） 
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図 3.2 測定状況 
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3.2.3 測定結果の概要 

(1) 線路構造別の走行音の伝搬特性 

 図, 3.3 に，軌道近傍の単発騒音暴露レベル LAE を基準とした相対レベルの空間分布

を線路構造別に示す。各分布図は３列車のパワー平均で，Vavg はその平均速度を示す。 

(a) 平地区間（Vavg =55 km/h） 

列車の走行音は，走行車線の軌道中心付近から斜め上 30～40°に向かって強く伝

搬していて，この向きに強い指向性が見られる。また，地上高さ 1.2,m は他の高さ

より大きな距離減衰特性となっている。 

(b) 盛土区間（Vavg =76 km/h） 

高所空間について見ると，平地区間と同様に，斜め上 30～40°方向に強く伝搬し

ていることが分かる。軌道より低い範囲（地上高さ 1.2,m，5.0, m）では高さが低く

なるほど騒音レベルが低下しているが，これは盛土法面の肩部による回折減衰の影

響である。 

(c) コンクリート高架橋区間（Vavg =93 km/h） 

高所空間では，車両と反射性直壁の間で多重反射した音が遮音壁天端を越えて，

斜め 40～45°方向に強く伝搬している。一方，直壁背後では，直壁による回折減衰

により，高さが低くなるほど騒音レベルが低下している。また，遮音壁天端（-3.5,

dB）と比べて高架橋下（-25.9,dB）の相対レベルが非常に小さいことから，沿線騒

音に対する高架構造物音の寄与度は低いと推察される。 

 

以上より，通常の騒音評価点である地上からの高さ 1.2,m 地点よりも上方の地点の

方が，騒音が大きくなることが明らかになった。高さ方向の騒音を評価するにあたっ

ては，これらの騒音伝搬特性を考慮していくことが必要と考えられる。 
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(a-1) 近接車両               (a-2) 遠隔車両 

(a) 平地区間 

 

     

(b-1) 近接車両               (b-2) 遠隔車両 

(b) 盛土区間 

 

      

(c-1) 近接車両             (c-2) 遠隔車両 

(c) コンクリート高架橋区間 

 

図 3.3 軌道近傍を基準とした騒音レベルの空間分布 
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(2) 走行音の周波数特性 

コンクリート高架橋区間の近接車両における軌道近傍（図 3.1(c), の F 点），高架橋

直下，地上付近（水平距離 12.5,m，地上高さ 1.2,m），高所空間（水平距離 12.5,m，地

上高さ 25,m）の３箇所での単発騒音暴露レベル LAEの周波数特性を求めた。図, 3.4 に

分析結果を示す。高所空間（水平距離 12.5,m，地上高さ 25,m）での周波数特性は軌道

近傍とほぼ等しく，高架橋直下とは大きく異なっている。この結果からも，高所空間

における主音源は転動音や車両機器音であり，高架構造物音の寄与度は低いことが分

かる。 

 

 

図 3.4 走行音の周波数特性（コンクリート高架橋区間，近接車両） 

 

  

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

相
対
単
発
騒
音
暴
露
レ
ベ
ル
（
d
B

)

1/3オクターブバンド中心周波数(Hz)

500 1k 2k 4k 8k25012563

軌道近傍

高架橋直下（h=5.0m）

高所空間（r=12.5m，h=25m）

地上付近（r=12.5m，h=1.2m）



37 

3.3 既往の騒音予測式の適用に関する検討 

3.3.1 検討概要 

式(3.1)に示す鉄道総研式を用いて各測定点における単発騒音暴露レベル LAE を予測

する。 

           𝐿A𝐸 = 𝐿𝑤 − 10 log10 4𝑣𝑟 − ∆𝐿dl − ∆𝐿g (3.1)  

ここで，v は列車速度[m/s]，r は点音源列を含む直線から受音点までの距離[m]，ΔLdl

は指向性線音源に対する回折減衰量，ΔLgは地表面による超過減衰量である。 

 

(1) パワーレベルの算出 

鉄道総研式では台車（転動音の音源）やモータファン搭載（車両機器音の音源）の

数から速度乗則（列車速度 v）に従ってパワーレベル Lwを設定するが，2.2.1節で述べ

たように，鉄道総研式で設定された主要音源のパワーレベルLwは一般的な高架橋（高

さ 7,m 程度）での沿線 12.5,m 点での騒音レベルを予測した結果が既存手法[26 ,65], で

の予測結果（パワーレベルのばらつきの中央値を用いた場合）と一致するように定め

たものであり，これと異なる車両が走行する場合はパワーレベルの値が異なり，予測

値と実測値が乖離する要因となるため，実測データに基づく音源パワーの推定を行う。 

沿線の単発騒音暴露レベルから音源パワーを推定した場合，音源の指向性や地面の

超過減衰など伝搬の影響が含まれる可能性がある。したがって，各測定点での単発騒

音暴露レベル LAE の予測値は，軌道近傍点（鉄道の敷地端部）での単発騒音暴露レベ

ル LAE refから算出したパワーレベル Lwをもとに算出した。 

パワーレベル Lwは軌道近傍点での単発騒音暴露レベル LAE,refをもとに式(3.2)より，

列車速度 v[m/s]，列車の走行軌道から観測点までの最短距離 rref[m]から算出する。 

 

 
𝐿A𝐸 = 𝐿𝑤 − 10 log10 4𝑣𝑟 

                        = 𝐿𝑤 − 6 − 10 log10 𝑣 − 10 log10 𝑟 
 

                    ∴ 𝐿𝑤 = 𝐿A𝐸,ref + 6 + 10 log10 𝑣 + 10 log10 𝑟ref (3.2)  
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 (2) 地表面効果による補正量 

 地表面効果については，鉄道総研式が参考とした ASJ,RTN-Model においてこの補正

項の計算方法が示されている。一般的な在来鉄道騒音の周波数スペクトルは道路交通

騒音のスペクトルと類似していることから[26 ,68]，本検討についても地表面効果によ

る超過減衰量の計算に ASJ,RTN-Model,2013[30]の計算方法を適用することとした。 

地表面効果による補正量は，音源から予測地点に至る間の軌道面，構造物の法面お

よび沿線の地面の地表面ごとに伝搬経路に対応した減衰効果の和で近似する。地表面

効果による補正値 ΔLgの基本式は以下に示すとおりである。 

 

                    𝛥𝐿g =∑𝛥𝐿grnd,i

𝑛

𝑖=1

 (3.3)  

                    𝛥𝐿grnd,𝑖 = {
−𝐾𝑖log10

𝑟𝑖
𝑟𝑐,𝑖

 𝑟𝑖 ≥ 𝑟𝑐,𝑖  

0     𝑟𝑖 < 𝑟𝑐,𝑖 

 (3.4)  

ここで，ΔLgrnd,iは i 番目の地表面による減衰に関する補正量[dB]，Kiは i 番目の地表面

による超過減衰に関する係数，riは i 番目の地表面上の伝搬距離[m]，rc,iは i 番目の地

表面による超過減衰が生じ始める距離[m]である。 

地表面上での距離減衰を与える係数 Kiは地表面の種類と平均伝搬経路高 Ha,iを用い

て次式で計算する。 

 

①柔らかい畑地 

                    𝐾𝑖 = {
 3.93√𝐻𝑎,𝑖 + 0.081 + 15.1 0.6 ≤ 𝐻𝑎,𝑖 < 1.5 

  20.0             𝐻𝑎,𝑖 ≥ 1.5      
 (3.5)  

 

②草地 

        𝐾𝑖 = {

 6.98√𝐻𝑎,𝑖 − 0.537 + 9.85 0.6 ≤ 𝐻𝑎,𝑖 < 1.5 

2.48√𝐻𝑎,𝑖 − 1.42 + 16.0   1.5 ≤ 𝐻𝑎,𝑖 < 4.0    

   20.0          𝐻𝑎,𝑖 ≥ 4.0    

 (3.6)  

 

③固い地面 

                  𝐾𝑖 = {
 4.97𝐻𝑎,𝑖 − 0.472𝐻𝑎,𝑖

2 + 5.0 0.6 ≤ 𝐻𝑎,𝑖 < 3.0 

   1.53√𝐻𝑎,𝑖 − 2.94 + 15.3     𝐻𝑎,𝑖 ≥ 3.0    
 (3.7)  
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ここで，平均伝搬経路高 Ha,i は図, 3.5 に示すように最短伝搬経路を考え，対象とする

地表面の両端における伝搬高さ Hi -,1 と Hi の平均値として次式で計算する。 

                  𝐻𝑎,𝑖 =
𝐻𝑖−1 +𝐻𝑖

2
 (3.8)  

 

 

 

(a) 平地区間                (b) 盛土区間 

図 3.5 各地表面上の伝搬経路高さ 

 

地表面による超過減衰が生じ始める距離 rc,iは次式で与えられる。 

      𝑟𝑐,𝑖 = 𝑔(𝑍𝑖)・(𝐻𝑎,𝑖)
𝑓(𝑍𝑖) (3.9)  

ここで，Zi は対象とする地表面の両端における伝搬高さ Hi -1 と Hi から次式で計算す

る。 

         𝑍𝑖 =
|𝐻𝑖−1 +𝐻𝑖|

(𝐻𝑖−1 +𝐻𝑖)
 (3.10)  

 

また，f(Zi)および g(Zi)は Ziの関数として計算する。 

  

軌道面 地面

r2

H2(Hr)

H0(Hs)

H1

r1
軌道面

地面

r3

H3(Hr)

H0(Hs)

H1

r1

法面

H2
r2
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①柔らかい畑地 

                  𝑓(𝑍𝑖) =

{
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  2.09    0.0 ≤ 𝑍𝑖 < 0.4

2.09 − 0.124(𝑍𝑖 − 0.4)  

+0.711(𝑍𝑖 − 0.4)
2  

−2.47(𝑍𝑖 − 0.4)
3     

       0.4 ≤ 𝑍𝑖 < 0.8

2.00 − 1.72(𝑍𝑖 − 0.8) 

+21.6(𝑍𝑖 − 0.8)
2

−189(𝑍𝑖 − 0.8)
3

       0.8 ≤ 𝑍𝑖 < 1.0

 (3.11)  

 

②草地 

      𝑓(𝑍𝑖) =

{
  
 

  
  2.3       0.0 ≤ 𝑍𝑖 < 0.4

2.3 − 0.387(𝑍𝑖 − 0.4)  

+0.920(𝑍𝑖 − 0.4)
2  

−5.47(𝑍𝑖 − 0.4)
3     

       0.4 ≤ 𝑍𝑖 < 1.0

 (3.12)  

 

③固い地面 

      𝑓(𝑍𝑖) =

{
  
 

  
  2.3       0.0 ≤ 𝑍𝑖 < 0.2

2.3 + 0.170(𝑍𝑖 − 0.2)  

−1.38(𝑍𝑖 − 0.2)
2   

−0.648(𝑍𝑖 − 0.2)
3     

       0.2 ≤ 𝑍𝑖 < 1.0

 (3.13)  

 

g(Zi)は次式で計算する。 

                 𝑔(𝑍𝑖) = 𝑎 + 𝑏𝑍𝑖 + 𝑐𝑍𝑖
2 + 𝑑𝑍𝑖

3 (3.14)  

 

上式における係数 a，b，c，dは，地表面の種類別に表, 3.1で与えられる。ただし，

固い地面で Ha,i ＜1.1 の場合には，rc,iは次式で計算する。 

                 𝑟𝑐,𝑖 = 𝑔(𝑍𝑖)・(1.1)
𝑓(𝑍𝑖)・10(𝐻𝑎,𝑖−1.1)ℎ(𝑍𝑖) (3.15)  
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ここで， 

                ℎ(𝑍𝑖) = 0.517 − 0.0592𝑍𝑖 − 1.30𝑍𝑖
2 + 1.19𝑍𝑖

3 (3.16)  

 

表 3.1  g(Zi)における係数 

地表面の種類 a b c d 

柔らかい畑地 35.1 3.26 -61.2 30.3 

草地 23.8 1.69 -38.2 23.3 

固い地面 18.6 0.946 -32.5 32.2 

 

 

3.3.2 実測結果に基づく検討結果 

遮音壁がない条件の平地区間，盛土区間について，式(3.1)から求めた単発騒音暴露

レベルの予測値と実測値の差の傾向を確認する。既往の鉄道総研式では，鉛直方向に

対する指向特性が考慮されていないため，予測値と実測値のレベル差を鉛直方向の指

向特性の影響と仮定する。ここで，レベル差は単発騒音暴露レベルの実測値から鉄道

総研式により算出した予測値を差し引いた値とする。なお，予測計算においては盛土

法肩部による回折減衰量および地表面効果による超過減衰量の補正値を考慮した。盛

土法肩部による回折減衰量は図, 5.5(a)に示すチャートを用いて算出した。 

また，既往の騒音予測式の適用範囲は遮音壁天端より低い位置となっていることか

ら，本研究ではレールレベルより高所空間の範囲について検討する。 

 

(1) 盛土区間 

分析対象の列車は車両形式A･15両編成および車両形式B･15両編成とした。それぞ

れの列車について，軌道近傍点での単発騒音暴露レベル LAE をもとに式(3.2)からパワ

ーレベル Lw を算出すると共に，そのパワーレベル Lw から推定した単発騒音暴露レベ

ルの予測値と実測値のレベル差を算出した。車両形式 A･15 両編成および車両形式 B･

15 両編成の単発騒音暴露レベルの実測値から予測値を差し引いた値を表, 3.2 に示す。

また，盛土区間の沿線地面は固い土であったため，地表面の種類は固い地面として超
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過減衰量を算出した。表中の実測値と予測値の差は列車形式ごとのレベル差の算術平

均値を表している。 

また，実測値と予測値の差を車両形式ごとに近接車両と遠隔車両でまとめ，近接軌

道からの距離ごとに仰角 θ で整理した結果を図, 3.6 に示す。ここで，仰角 θ は当該車

線の軌道中心と観測点を結ぶ線分とレールレベル（水平線）の成す角度で，レールレ

ベルを基準（θ＝0°）として上方向を正，下方向を負とした。図, 3.6 は鉄道総研式の

適用範囲外である測定点（θ≧0°）の範囲を示している。 

近接軌道からの距離 r,=,10 ,12.5,m では，仰角に対する実測値と予測値の差のばらつ

きが大きくなっていて，予測値に対して実測値の方が小さくなっていることから，音

源との水平距離が近い領域では指向性が弱くなっていると考えられる。また，近接車

両と比較して遠隔車両の方が明確な角度分布になっていて，角度依存性が大きく指向

性の影響が大きいと考えられることから，鉛直方向の指向特性に対する補正式が提案

できる可能性がある。これに対して，近接車両はとくに r,=,10 ,12.5,m においてばらつ

きが大きくなっているが，遠隔車両と比較して音源と受音点の水平距離が近いため，

指向性の影響が小さくなったと考えられる。 

近接車両，遠隔車両ともに 25～40°が最大となる指向特性であることが分かる。仰

角 0°≦θ≦65°（測定点 A3～E6）で予測と実測は概ね一致しており，車両形式 A の予

測と実測との差は，近接車両で－1.3～＋1.1dB，遠隔車両は－1.6～＋1.5dB であった。

また，同様にして，車両形式 B の両者の差は近接車両で－1.7～＋0.8dB，遠隔車両で

－1.1～＋1.9dB であった。車両形式 A，車両形式 B の列車形式間での差もほとんど見

られないことが分かる。したがって，列車形式に依らず実測値と予測値の差は最大

2dB 程度であることが分かった。 
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表 3.2 単発騒音暴露レベルの実測値と予測値の差（盛土区間） 

(a) 車両形式 A･15 両編成 

 

  

A1 10 1.2 -26.6 16.3 0.4 5.0 -19.6 18.6 0.8 4.9

B1 12.5 1.2 -21.8 14.6 0.3 5.2 -16.8 17.0 0.7 4.7

C1 18.75 1.2 -14.9 11.7 0.3 3.6 -12.4 14.0 0.6 3.2

D1 25 1.2 -11.3 10.2 0.3 3.3 -9.8 12.1 0.6 2.5

E1 31.25 1.2 -9.1 9.2 0.3 3.9 -8.1 10.9 0.6 2.8

A2 10 5 -6.8 9.4 0.3 3.1 -4.9 10.5 0.6 1.6

B2 12.5 5 -5.5 8.5 0.3 3.0 -4.1 9.5 0.6 1.2

C2 18.75 5 -3.7 7.3 0.2 3.6 -3.0 8.1 0.6 1.8

D2 25 5 -2.7 6.8 0.2 2.8 -2.4 7.4 0.6 1.2

E2 31.25 5 -2.2 6.4 0.2 2.8 -1.9 7.0 0.6 1.6

A3 10 10 20.8 0.0 0.2 -1.2 15.1 0.0 0.6 0.6

B3 12.5 10 16.9 0.1 0.2 -1.3 12.9 0.0 0.6 -0.4

C3 18.75 10 11.5 0.6 0.2 -1.3 9.5 0.1 0.6 -1.4

D3 25 10 8.6 1.2 0.2 -0.6 7.5 0.5 0.6 -1.3

E3 31.25 10 6.9 1.8 0.2 -0.7 6.1 0.9 0.6 -1.6

A4 10 15 41.3 0.0 0.2 -1.1 32.1 0.0 0.5 0.1

B4 12.5 15 35.1 0.0 0.2 0.1 28.0 0.0 0.6 1.1

C4 18.75 15 25.1 0.0 0.2 -0.1 21.1 0.0 0.6 0.4

D4 25 15 19.4 0.1 0.2 -0.3 16.9 0.0 0.6 -0.3

E4 31.25 15 15.7 0.1 0.2 -0.6 14.0 0.0 0.6 -0.7

A5 10 20 54.1 0.0 0.1 -0.9 44.5 0.0 0.3 -0.1

B5 12.5 20 47.8 0.0 0.1 -0.5 39.8 0.0 0.4 0.4

C5 18.75 20 36.4 0.0 0.2 0.2 31.2 0.0 0.5 0.5

D5 25 20 28.9 0.0 0.2 0.4 25.4 0.0 0.5 0.8

E5 31.25 20 23.8 0.0 0.2 0.3 21.4 0.0 0.6 0.5

A6 10 25 62.0 0.0 0.1 0.0 53.2 0.0 0.2 0.8

B6 12.5 25 56.4 0.0 0.1 -1.2 48.6 0.0 0.3 -0.6

C6 18.75 25 45.1 0.0 0.1 0.9 39.5 0.0 0.4 1.0

D6 25 25 36.9 0.0 0.2 0.8 32.9 0.0 0.5 1.0

E6 31.25 25 31.0 0.0 0.2 1.1 28.0 0.0 0.5 1.5

Point r (m) h (m)

近接車両 遠隔車両

仰角θ

(°)

回折
減衰量

Δ L dl

超過
減衰量

Δ L g

実測値と
予測値の

差

仰角θ

(°)

回折
減衰量

Δ L dl

超過
減衰量

Δ L g

実測値と
予測値の

差
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表 3.2 単発騒音暴露レベルの実測値と予測値の差（盛土区間） 

(b) 車両形式 B･15 両編成 

 

  

A1 10 1.2 -26.6 16.3 0.4 4.8 -19.6 18.6 0.8 5.5

B1 12.5 1.2 -21.8 14.6 0.3 5.0 -16.8 17.0 0.7 5.3

C1 18.75 1.2 -14.9 11.7 0.3 3.4 -12.4 14.0 0.6 4.0

D1 25 1.2 -11.3 10.2 0.3 3.0 -9.8 12.1 0.6 3.3

E1 31.25 1.2 -9.1 9.2 0.3 3.7 -8.1 10.9 0.6 3.5

A2 10 5 -6.8 9.4 0.3 2.9 -4.9 10.5 0.6 2.2

B2 12.5 5 -5.5 8.5 0.3 2.7 -4.1 9.5 0.6 1.7

C2 18.75 5 -3.7 7.3 0.2 3.1 -3.0 8.1 0.6 2.3

D2 25 5 -2.7 6.8 0.2 2.5 -2.4 7.4 0.6 1.8

E2 31.25 5 -2.2 6.4 0.2 2.5 -1.9 7.0 0.6 2.1

A3 10 10 20.8 0.0 0.2 -1.4 15.1 0.0 0.6 1.1

B3 12.5 10 16.9 0.1 0.2 -1.7 12.9 0.0 0.6 0.1

C3 18.75 10 11.5 0.6 0.2 -1.6 9.5 0.1 0.6 -0.9

D3 25 10 8.6 1.2 0.2 -0.9 7.5 0.5 0.6 -0.8

E3 31.25 10 6.9 1.8 0.2 -0.9 6.1 0.9 0.6 -1.1

A4 10 15 41.3 0.0 0.2 -1.4 32.1 0.0 0.5 0.7

B4 12.5 15 35.1 0.0 0.2 -0.2 28.0 0.0 0.6 1.8

C4 18.75 15 25.1 0.0 0.2 -0.4 21.1 0.0 0.6 0.9

D4 25 15 19.4 0.1 0.2 -0.7 16.9 0.0 0.6 0.2

E4 31.25 15 15.7 0.1 0.2 -0.9 14.0 0.0 0.6 -0.2

A5 10 20 54.1 0.0 0.1 -1.2 44.5 0.0 0.3 0.6

B5 12.5 20 47.8 0.0 0.1 -0.9 39.8 0.0 0.4 1.1

C5 18.75 20 36.4 0.0 0.2 0.0 31.2 0.0 0.5 1.1

D5 25 20 28.9 0.0 0.2 0.1 25.4 0.0 0.5 1.3

E5 31.25 20 23.8 0.0 0.2 0.0 21.4 0.0 0.6 0.9

A6 10 25 62.0 0.0 0.1 -0.3 53.2 0.0 0.2 1.3

B6 12.5 25 56.4 0.0 0.1 -1.5 48.6 0.0 0.3 -0.1

C6 18.75 25 45.1 0.0 0.1 0.6 39.5 0.0 0.4 1.6

D6 25 25 36.9 0.0 0.2 0.5 32.9 0.0 0.5 1.6

E6 31.25 25 31.0 0.0 0.2 0.8 28.0 0.0 0.5 1.9

実測値と
予測値の

差

Point r (m) h (m)

近接車両 遠隔車両

仰角θ

(°)

回折
減衰量

Δ L dl

超過
減衰量

Δ L g

実測値と
予測値の

差

仰角θ

(°)

回折
減衰量

Δ L dl

超過
減衰量

Δ L g
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 3.6 盛土区間における実測値と予測値の差 

（車両形式 A･15 両編成） 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 3.6 盛土区間における実測値と予測値の差 

（車両形式 B･15 両編成） 
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 (2) 平地区間 

 平地区間においても盛土区間と同様に単発騒音暴露レベルの実測値と予測値のレベ

ル差を算出した。分析対象の列車は車両形式 C･6 両編成とした。単発騒音暴露レベル

の実測値から予測値を差し引いた値を表, 3.3 に示す。予測計算においては地表面効果

による超過減衰量の補正を行った。なお，平地区間においても沿線地面は固い土であ

ったため，地表面の種類は固い地面として超過減衰量を算出した。表中の実測値と予

測値の差はレベル差の算術平均値を表している。また，実測値と予測値の差を車両形

式ごとに近接車両と遠隔車両でまとめ，仰角 θ で整理した結果を図, 3.7 に示す。 

実測値と予測値の差は盛土区間と同様の傾向が見られ，遠隔車両の方が明確な角度

分布になっていて，30～40°の方向に一定の指向性を持つと考えられる。近接車両は

仰角により両者の差にばらつきが見られるが，遠隔車両と同様に 30～40°が最大とな

る指向特性となっている。 

仰角 0°≦θ≦80°の範囲において予測と実測は概ね一致しており，両者の差は近接車

両で－2.1～＋2.1dB，遠隔車両は－1.5～＋1.0dB であった。したがって，盛土区間と

同様に平地区間においても実測値と予測値の差は最大 2dB 程度であることが分かった。 

実測値と予測値の差について，盛土区間と平地区間を比較すると盛土区間は 30～

40°，平地区間は 30°となり，どちらもほぼ一定の方向に指向性を持つことが分かる。 
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表 3.3 単発騒音暴露レベルの実測値と予測値の差（平地区間） 

 

  

A1 6.25 1.2 10.9 0.6 -1.7 6.6 1.0 -1.1

B1 12.5 1.2 5.5 1.3 -0.6 4.1 2.1 0.0

C1 18.75 1.2 3.7 2.5 -1.3 3.0 3.1 -0.8

D1 25 1.2 2.7 3.4 -1.4 2.4 3.9 -1.5

E1 31.25 1.2 2.2 4.2 0.3 1.9 4.6 -0.6

A2 6.25 5 38.7 0.2 -0.9 25.9 0.3 0.7

B2 12.5 5 21.8 0.4 -0.6 16.8 0.5 0.7

C2 18.75 5 14.9 0.5 0.2 12.4 0.6 0.5

D2 25 5 11.3 0.7 -0.3 9.8 0.8 -0.5

E2 31.25 5 9.1 0.9 0.2 8.1 1.1 -0.4

A3 6.25 10 58.0 0.1 -1.1 44.2 0.1 0.3

B3 12.5 10 38.7 0.2 0.0 31.1 0.2 0.6

C3 18.75 10 28.1 0.2 0.7 23.7 0.3 0.6

D3 25 10 21.8 0.3 1.3 19.0 0.3 0.6

E3 31.25 10 17.7 0.4 0.5 15.8 0.4 -0.4

A4 6.25 15 67.4 0.1 -2.1 55.5 0.1 -0.6

B4 12.5 15 50.2 0.1 0.5 42.2 0.1 0.8

C4 18.75 15 38.7 0.1 1.3 33.3 0.1 0.8

D4 25 15 31.0 0.2 1.4 27.3 0.2 0.3

E4 31.25 15 25.6 0.2 1.7 23.0 0.2 0.3

A5 6.25 20 72.6 0.1 -1.6 62.8 0.1 -0.8

B5 12.5 20 58.0 0.1 0.3 50.4 0.1 0.1

C5 18.75 20 46.8 0.1 0.5 41.3 0.1 0.1

D5 25 20 38.7 0.1 1.4 34.5 0.1 0.5

E5 31.25 20 32.6 0.1 2.0 29.5 0.1 0.5

A6 6.25 25 76.0 0.0 -1.0 67.6 0.0 -0.5

B6 12.5 25 63.4 0.1 -0.3 56.5 0.1 -0.5

C6 18.75 25 53.1 0.1 1.0 47.6 0.1 0.4

D6 25 25 45.0 0.1 1.5 40.7 0.1 0.8

E6 31.25 25 38.7 0.1 2.1 35.3 0.1 1.0

Point r (m) h (m)

近接車両 遠隔車両

仰角θ

(°)

超過
減衰量

Δ L g

実測値と
予測値の

差

仰角θ

(°)

超過
減衰量

Δ L g

実測値と
予測値の

差
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 3.7 平地区間における実測値と予測値の差 

 

 

3.3.3 鉛直断面の指向特性に関する補正式の検討 

3.3.2節で算出した単発騒音暴露レベルの実測値から鉄道総研式により算出した予測

値を差し引いた値を鉛直断面の指向特性に関する補正値と仮定して，長倉らが提案し

た補正式[32]（以下，長倉らの補正式）および EU において面的な騒音予測で用いら

れている CNOSSOS モデル[103]（以下，CNOSSOS 補正式）と比較し，検証を行う。 
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 (1) 長倉らの補正式 

 長倉らの補正式を式(3.17)に示す。また，式(3.17)について補正値と仰角の関係を図,

3.8に示す。長倉らの補正式では θ＝0°でのレベル値を 0dBとした相対レベルを用いて

いる。鉛直断面における指向性は鉛直方向で小さく，水平方向に強い指向特性を有し

ていて，水平方向（θ＝0°）と鉛直方向（θ＝90°）との騒音レベル差は 10dB となる。

これは，音源そのものの指向特性ではなく，車体が音源の上方にあることにより生じ

るものと考察されている。なお，式(3.17)に示す補正式は鉄道総研の試験線による実

車試験により導出されたものであるが，1 両編成の気動車，列車通過速度が 32～33,

km/hの条件において構築されたモデルであり，都市部における列車の走行条件と大き

く異なっている。また，軌道中心からの距離（軌道中心からの半径）が 6,m および 10,

m の測定結果により算出されているため，適用範囲が限定されていると考えられる。 

                𝛥＝0.1 + 0.9 cos 𝜃 (3.17)  

 

(2) CNOSSOS 補正式 

 CNOSSOS 補正式を式(3.18)に示す。補正式を見ると周波数帯域ごとに補正値が設定

されているため，平地区間の近接車両において軌道近傍点（図, 3.1(a)の F 点）で測定

した周波数特性（中心周波数 50～2.5,kHzの 1/3オクターブバンドレベル）をもとに補

正値を算出した。補正値と仰角の関係を図, 3.8 に示す。CNOSSOS 補正式では長倉ら

の補正式と同様に θ＝0°でのレベル値を 0dB とした相対レベルを用いている。補正値

の最大値は仰角 25°付近となっていて，本検討結果と概ね対応しているが，補正値の

最大値は 1dB 程度と小さい。なお，長倉らの補正式と比較すると，仰角が 40°以上で

補正値が急激に減少していることが分かる。CNOSSOS 補正式に関して，文献[103]に

は式の導出過程や式の適用条件等について記載がないことから，妥当性の検証が必要

と考えられる。 

                𝛥＝ (
40

3
× [
2

3
× sin(2𝜃)－ sin𝜃] × log10 [

𝑓 + 600

200
]) (3.18)  

  

長倉らの補正式および CNOSSOS 補正式と 3.3.2 節で算出した補正値を図, 3.8 に示

す。本検討結果では盛土区間，平地区間のいずれにおいても仰角 30～40°の補正値が

0°より 4dB 程度大きくなり，斜め上方に強い指向性を持つことが分かった。導出した

補正値に対して，長倉らの補正式および CNOSSOS 補正式と比較すると，仰角 0～40°
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でCNOSSOS補正式に近い値となっているが，40°以上では乖離が大きくなっている。

これらの提案式によると，仰角 60°の補正値は－3dB 程度であるが，本検討結果では

－1dB にとどまっている。 

また，本検討結果による補正値に対して，これらの提案式と同様に仰角 θ＝0°での

レベル値を 0dB とした場合，補正値は図, 3.8 に示す結果より 1～2dB 大きくなり，補

正値は最大で 4dB に及ぶことから，これらの補正式を適用した場合，仰角によっては

騒音レベルを過小評価する（危険側の予測となる）ことが想定される。 

 

 

 

(a) 盛土区間 

 

 

(b) 平地区間 

 

図 3.8 補正値と仰角の関係 
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3.4 波動音響解析の適用に関する検討 

平地・盛土・コンクリート高架橋区間の３箇所において実測した在来鉄道沿線の騒

音分布をもとに，鉄道騒音の伝搬予測に対する 2 次元波動数値解析手法の適用に関し

て妥当性を検証する。 

3.4.1 検討概要 

(1) 対象領域 

図, 3.1 の現車試験の測定断面に対して，2 次元時間領域有限差分法を適用する。解

析領域は，半自由音場（幅 50,m×高さ 35,m，外周に幅 5,m の境界吸収層）とした。 

 

(2) 計算条件 

時間差分は 2 次近似，空間差分は 4 次近似，離散化幅を Δt＝15.6,μs，Δx＝Δy＝16,

mm，計算時間長を 2.048,s とし，上限帯域を中心周波数 2.5,kHz の 1/3 オクターブバン

ドとして，任意形状に対して階段近似によるモデルの誤差を小さくするため，空間離

散幅は計算対象上限周波数における波長の 1/10 程度とした。軌道上の厚さ 300,mm の

バラストの吸音特性は，機械系置換モデルにより吸音特性を模擬した[100]。バラスト

の音響インピーダンスおよび垂直入射吸音率を内径 100,mm の音響管を用いて JIS,A,

1405-2 に準じて計測した。各材料の音響インピーダンスの実測結果をもとに，計算上

で扱う境界面の FDTD モデルを作成した。このモデル化作業では，音響インピーダン

スの周波数特性を図, 3.9 に示す「バネ＋抵抗＋質量」を基本形とする多自由度の機械

振動の周波数特性で置き替える。 

 

 

図 3.9  N 自由度の機械振動系を用いたモデル 
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置換する機械振動系の自由度は 2,kHz 以下の吸音率のピークの数をもとに決め，在

来鉄道騒音の主要な帯域 500～1,kHz で実測値と FDTD モデルが一致するようにバネ

定数，抵抗値，質量の大きさを調整した。N 自由度（バネ，質量，抵抗の組合せが N

個）の振動系の場合，音圧と粒子速度の比 z(ω)は式(3.19)となる。 

( ) ( )
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2 1

1 1 1 2
2 2

2 2 1 2
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−

−

 
 
 
 
 
 

=  − + + − 
 − + + + −
 
 

− + + + − 
−

 − + + +  

 

   (3.19)  

 

厚さ 300,mm のバラストの音響インピーダンスおよび垂直入射吸音率の実測値と対

応する FDTD モデルの計算値を図, 3.10 に示す。400,Hz 以下の周波数範囲で計算と実

測の吸音率に乖離が見られるが，在来鉄道騒音の主要な周波数帯域 500～2,kHz では

計算値と実測値はよく一致している。 

 

 

 

図 3.10 実測値と計算値の比較（厚さ 300 mm のバラスト：5 自由度） 
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図, 3.11 に示すとおり車両下部に仮想的に点音源を単一または複数配置し，初期音

圧としてガウシアンパルスを与えた。本検討では音源の高さは①レールレベル

（R.L0.00,m）と②車輪中心部（R.L0.43,m），断面位置は①軌道中心（車両中心），②

レール，③車両端に設定した。車両モデルは，台車，パンタグラフ，屋根上機器を除

いた車両の断面形状のみを再現した。 

 

 

図 3.11 数値解析における音源モデル図 

 

(3) 騒音レベルの算出方法 

 仮想音源に対して得られた各受音点の音圧応答から 1/3 オクターブバンド音圧レベ

ルを算出した。複数音源の場合，音源間の等パワーと非干渉性を仮定し，各音源に対

する音圧レベルの合成値を求めた。音源のスペクトル補正は，後述する参照点の実測

値を用いて帯域ごとに行うものとし，最終的に各受音点の A 特性音圧レベルを計算し

た。なお，参照点が複数の場合，現場実測と実験結果の算術平均値同士が周波数特性

上で一致するように補正を行った。今回，中心周波数 50～2.5,kHzの 1/3オクターブバ

ンド音圧レベルから帯域合成して騒音レベルを算出した。 

 

 

3.4.2 検討結果 

仮想音源および音源スペクトル補正用の参照点に関して，各々の個数と位置を変化

させた場合の計算値と実測値の差を比較し，2 次元解析による在来鉄道沿線の騒音予

測における両者の設定について検討した。また，在来鉄道騒音の周波数特性を加味し
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た予測精度を求めるため，式(3.20)，(3.21)に従い，各測定点における中心周波数 50～

2.5,kHz の各 1/3 オクターブバンドレベルの計算値 Lf,calcと実測値 Lf,measの差δf, （＝｜

Lf,calc－Lf,meas｜）に，その測定点での実測値 A.P 値に占める各 1/3 オクターブバンドレ

ベルの実測値 Lf,measの寄与率 wf, を乗じ，周波数帯域ごとに重み付け平均した計算誤差

Δ を算出した。 

 

  𝛥 =∑𝛿𝑓・𝑤𝑓 (3.20)  

  𝑤𝑓 = 10
𝐿𝑓meas/10/10𝐿

A.P/10
  (3.21)  

 

(1) 参照点を変化させた場合 

音源はレール頭頂面高さ（R.L0.00,m）で車両下部の車両端 2 点（図, 3.11 の音源位

置 7，9）に設置し，参照点を(1), 軌道近傍点（図, 3.1 の F 点），(2),A1 点，(3),A1 点，

B1 点，C1 点，(4),A1 点，A2 点，A3 点に設定した場合の 4 ケースについて計算値と

実測値の差を比較した。 

ケース(1), は参照点を車両下部音の音源に最も近い位置に 1 点設定したパターンで，

騒音予測式による評価手法においてパワーレベルを推定する際に参照点として扱われ

ている[24]。地物の影響を受けないためパワーレベルを推測する際に最も好条件と考

えられるが，騒音計マイクロフォンの設置位置が鉄道用地内となるため，マイクロフ

ォン設置の際に鉄道事業者との協議が必要となる。 

ケース(2), は鉄道用地外において比較的音源に近い位置で，マイクロフォンの標準

的な設置高さ（地上 1.2,m）1 点での参照を想定したもので，参照点の設定（現地での

測定）が最も容易である。しかし，高架橋や高い盛土では遮音壁や軌道の肩部による

回折効果の影響も含まれるため，この測定結果からパワーレベルを推定する際はこれ

らの影響を考慮する必要がある。 

ケース(3), は鉄道用地外において音源からの水平距離が異なる地上高さ 1.2,mの 3点

で参照し，ケース(2), に対して参照点の数と範囲を拡張したパターンである。現地で

の測定は容易であるが，パワーレベルを推定する際に，前述した遮音壁等による回折

効果に加えて地表面効果による減衰の影響も考慮する必要がある。 

ケース(4), は鉄道用地外において鉛直方向に参照点を設定する。実務における測定

の実現可能な高さは気象観測用ポールを用いて地上高さ 10,m 程度と考えられる。し
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たがって，本検討では，地上高さ 1.2,m と 10,m，また，これらの中間点となる地上高

さ 5,m の 3 点に設定した。高架橋と遮音壁の高さによっては参照点において回折効果

や鉄道車体と壁の多重反射の影響が含まれる可能性がある。 

各参照点パターンに対して受音点の高さごとに算出した 5 点の計算誤差 Δ の算術平

均値を図, 3.12 に示す。また，参照点を(1),F 点，(4),A1 点，A2 点，A3 点に設定した

場合の D1 点，D3 点，D6 点での計算値と実測値の周波数特性の比較を図, 3.13～図,

3.15 に示す。 

 図, 3.12 より，地上高さ 1.2,m の騒音を予測する場合，構造種別，車両の走行位置に

関わらず参照点は, (1),F 点に比べて，(2),A1 点，(3),A1，B1，C1 点の方が実測に対す

る計算誤差が小さい。予測地点が地上高さ 1.2,m の場合は地上高さ 1.2,m の参照点で

パワーレベルを推定することが妥当と考えられる。なお，参照点を地上高さ 1.2,m に

配置した(2),A1 点，(3),A1 点，B1，C1 点の計算誤差は同程度であり，参照点の数や範

囲の違いによる差は見られなかった。したがって，計算誤差と実測における作業量を

考慮すると，参照点は(2),A1 点の 1 点が望ましいと考えられる。 

一方，地上高さ 5,m 以上の場合，(4),A1 点，A2 点，A3 点のときの計算誤差が最も

小さく，図, 3.13～図, 3.15 に示す周波数特性でも実測と比較的良く一致している。地

上高さ 25,m 程度まで騒音レベルを精度よく予測するには，地上高さ 1.2～10,m 範囲の

複数点を参照点に設定するべきであることがわかる。とくに，2 次元解析の場合，異

なる高さの複数地点を基準として参照し，2 次元解析の結果がもつ特異なピーク・デ

ィッ, プの周波数特性を平均化する手順は特異な干渉の影響を抑制する上で有効な手

段の一つであると考えられる。 

本研究では，盛土および高架橋高さが標準的な 5～10,m の箇所を選定した。盛土お

よび高架橋高さが 10,m 以上の特殊な箇所を対象として予測をする場合，参照点をレ

ールレベルより高所に設定することが困難となり，高所空間における予測精度が保証

できない場合が想定される。その場合，構造条件によっては参照点を軌道近傍に設定

することで精度を確保することが可能と考えられる。 
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(a-1) 近接車両              (a-2) 遠隔車両 

(a) 平地区間 

 

  

(b-1) 近接車両              (b-2) 遠隔車両 

(b) 盛土区間 

 

  

(c-1) 近接車両              (c-2) 遠隔車両 

(c) コンクリート高架橋区間 

 

図 3.12 参照点の違いによる計算値と実測値の差（高さ別平均と全体平均） 
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(1) 参照点 F (4) 参照点 A1,A2,A3 

(1) 参照点 F (4) 参照点 A1,A2,A3  

 

 

 

  

 

 

図 3.13 参照点の違いによる計算値と実測値の比較（平地区間） 
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図 3.14 参照点の違いによる計算値と実測値の比較（盛土区間） 
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図 3.15 参照点の違いによる計算値と実測値の比較（コンクリート高架橋区間） 
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(2) 音源の数および位置を変化させた場合 

つぎに，参照点(4),A1，A2，A3点のときの音源の数と位置を変化させた場合の計算

誤差を検討した。音源の組合せは車両下部音の放射特性が車両中心に対して左右対称

になるように設定した。音源の数と位置に対する各構造形式の計算誤差を表, 3.4 に示

す。また，音源の数に対する高さ別平均と全体平均の計算誤差（表, 3.4 に示す同一音

源数ごとの計算誤差の最小値）を図, 3.16 に示す。 

 

a. 音源の数 

 平地区間およびコンクリート高架橋区間，盛土区間の遠隔車両においては，音源の

数の増加に伴い計算誤差が小さくなっている。音源を 1 つから 2 つに増やすことで，

計算誤差は最大で 1dB ほど改善しているが，3 つ以上に増やしても精度は 0.1～0.2dB

程度しか向上していない。一方，盛土区間の近接車両では音源数の増加による計算精

度の改善はない。音源数の増加に伴う計算時間の増加を考慮した場合，適切な音源数

は最大で 2 つ程度と考える。 

 

b. 音源の位置 

表, 3.4 において，音源の数が 2 で計算誤差の全体平均が最小となる音源配置パター

ンを灰色で示した。最適な音源位置は構造形式により異なるが，構造形式および車両

位置の違いによる条件を平均した場合，音源位置 7，9（レール頭頂面高さで車両下部

の車両端）に対する計算誤差が最も小さい。 

 

道路交通騒音や鉄道騒音の数値解析は，音源位置を車両中心，音源高さを地面（鉄

道の場合，軌道面もしくはレールレベル）に設定し，音源数を 1 点として計算を行う

ことが多い。しかし，鉄道の場合，主要な騒音源となっている車両下部音（レール，

車輪，モータ）の音源は車両中心軸を対称に 2 点対に存在すると考えられることから，

計算上においても音源を車両下部に車両中心軸を対称に 2 点以上配置することが望ま

しいと考えられる。 

以上の検討結果から，今後の数値解析による検討は音源位置を 7，9 の 2 点に配置

することとした。 
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   (a-1) 近接車両              (a-2) 遠隔車両 
(a) 平地区間 

 

   
  (b-1) 近接車両              (b-2) 遠隔車両 

(b) 盛土区間 

 

   
  (c-1) 近接車両              (c-2) 遠隔車両 

 
(c) コンクリート高架橋区間 

 

図 3.16 音源の数の違いによる計算値と実測値の差（高さ別平均と全体平均） 
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表 3.4 音源の位置の違いによる計算値と実測値の差（高さ別平均と全体平均） 

(a) 近接車両 

 

 
(b) 遠隔車両 

 

 
(c) 近接車両および遠隔車両の平均 

 

高さ

1.2m

高さ

5m

高さ

10m

高さ

15m

高さ

20m

高さ

25m
全体

高さ

1.2m

高さ

5m

高さ

10m

高さ

15m

高さ

20m

高さ

25m
全体

高さ

1.2m

高さ

5m

高さ

10m

高さ

15m

高さ

20m

高さ

25m
全体

高さ

1.2m

高さ

5m

高さ

10m

高さ

15m

高さ

20m

高さ

25m
全体

1 3.9 2.2 2.4 2.5 2.2 3.3 2.7 2.8 1.2 2.2 2.2 2.6 3.2 2.4 2.1 1.6 2.8 3.2 3.5 3.3 2.8 3.0 1.7 2.5 2.6 2.7 3.3 2.6

2 3.3 1.9 1.7 2.1 1.7 2.6 2.2 3.7 1.9 2.3 3.4 3.3 3.5 3.0 2.1 1.7 2.8 3.2 3.1 3.1 2.7 3.0 1.8 2.3 2.9 2.7 3.0 2.6

3,5 4.0 2.0 2.3 2.0 1.8 2.8 2.4 3.9 1.2 2.6 4.2 5.2 6.1 3.9 2.0 1.5 3.0 3.8 3.5 3.5 2.9 3.3 1.6 2.6 3.3 3.5 4.2 3.1

4,6 3.3 1.5 1.2 1.7 1.4 2.1 1.8 3.4 1.3 2.0 2.9 2.7 3.6 2.6 1.9 1.6 2.8 3.5 3.3 3.0 2.7 2.9 1.5 2.0 2.7 2.5 2.9 2.4

7,9 3.7 1.7 1.8 2.1 1.9 2.4 2.2 3.1 1.3 1.1 1.6 1.9 1.9 1.8 2.0 1.6 2.4 3.5 3.1 2.9 2.6 2.9 1.5 1.7 2.4 2.3 2.4 2.2

8,10 3.7 1.6 1.3 1.7 1.6 2.1 1.9 3.6 1.3 2.5 3.4 3.4 3.8 3.0 1.9 1.6 3.1 3.2 3.2 3.0 2.7 3.1 1.5 2.3 2.8 2.7 3.0 2.5

1,3,5 3.9 2.0 2.3 2.0 1.8 2.9 2.4 3.5 1.1 2.0 3.4 4.4 5.5 3.3 2.0 1.5 2.9 3.6 3.4 3.4 2.8 3.1 1.5 2.4 3.0 3.2 3.9 2.9

2,4,6 3.3 1.6 1.2 1.8 1.4 2.2 1.9 3.4 1.4 2.0 2.9 2.7 3.3 2.6 1.9 1.6 2.8 3.4 3.2 3.0 2.6 2.9 1.5 2.0 2.7 2.4 2.8 2.4

1,7,9 3.7 1.7 1.7 1.9 1.6 2.5 2.2 2.9 1.4 1.2 1.3 1.6 2.2 1.8 2.0 1.5 2.7 3.4 3.3 3.1 2.7 2.9 1.5 1.9 2.2 2.2 2.6 2.2

2,8,10 3.6 1.4 1.0 1.7 1.5 2.2 1.8 3.6 1.2 2.2 3.2 3.1 3.4 2.8 1.9 1.5 3.0 3.2 3.1 3.0 2.6 3.0 1.4 2.1 2.7 2.6 2.9 2.4

3,5,7,9 3.8 1.8 1.8 1.8 1.6 2.5 2.2 3.7 1.1 2.0 3.2 3.7 4.3 3.0 2.0 1.5 2.8 3.7 3.3 3.1 2.7 3.2 1.4 2.2 2.9 2.9 3.3 2.6

4,6,8,10 3.5 1.4 0.9 1.6 1.4 2.0 1.8 3.5 1.1 2.1 3.0 2.9 3.6 2.7 1.9 1.6 3.0 3.3 3.3 3.0 2.7 3.0 1.4 2.0 2.6 2.5 2.9 2.4

3,4,5,6 3.2 1.3 1.2 1.4 1.3 2.3 1.7 3.7 1.0 2.1 3.3 3.8 4.8 3.1 1.9 1.4 2.9 3.6 3.3 3.0 2.7 2.9 1.3 2.1 2.8 2.8 3.4 2.5

7,8,9,10 3.4 1.2 1.0 1.5 1.6 2.1 1.7 3.4 1.1 1.7 2.6 2.6 2.9 2.4 1.9 1.5 2.8 3.3 3.1 2.9 2.6 2.9 1.3 1.8 2.5 2.4 2.6 2.2

音源の
位置

音
源
数

1

2

3

4

①平地区間 ②盛土区間 ③コンクリート高架橋区間 平均
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全体

高さ

1.2m

高さ
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高さ
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高さ
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高さ
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高さ
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1 4.2 1.8 2.3 2.4 2.7 3.9 2.8 3.6 1.6 4.1 5.1 5.1 4.3 4.0 2.0 1.4 1.4 2.7 3.4 3.6 2.4 3.3 1.6 2.6 3.4 3.7 3.9 3.1

2 3.1 1.8 2.1 2.2 2.3 3.4 2.5 3.6 2.9 4.2 2.7 2.8 2.6 3.2 2.0 1.3 1.8 2.4 2.4 2.4 2.1 2.9 2.0 2.7 2.4 2.5 2.8 2.6

3,5 4.1 1.8 2.3 2.5 2.4 3.7 2.7 3.5 1.7 3.8 4.5 4.6 4.3 3.7 2.0 1.4 1.4 2.4 3.3 3.2 2.3 3.2 1.7 2.5 3.1 3.4 3.7 2.9

4,6 3.2 1.6 1.7 1.7 2.0 3.1 2.2 3.3 2.6 3.8 2.8 2.7 2.5 3.0 2.0 1.4 2.0 2.1 2.1 1.8 1.9 2.8 1.9 2.5 2.2 2.3 2.5 2.4

7,9 3.3 1.2 1.4 1.7 1.8 2.2 1.9 3.7 2.4 4.1 3.0 3.2 3.3 3.3 2.1 1.3 1.4 2.1 2.5 2.5 2.0 3.0 1.6 2.3 2.3 2.5 2.7 2.4

8,10 3.7 1.4 1.4 1.7 1.7 2.9 2.1 3.2 2.1 3.2 3.3 3.2 3.0 3.0 2.0 1.3 1.9 1.8 2.1 1.9 1.8 3.0 1.6 2.2 2.3 2.3 2.6 2.3

1,3,5 4.1 1.8 2.3 2.4 2.4 3.7 2.7 3.5 1.7 3.9 4.7 4.8 4.2 3.8 2.0 1.3 1.4 2.5 3.3 3.3 2.3 3.2 1.6 2.5 3.2 3.5 3.7 2.9

2,4,6 3.2 1.6 1.7 1.8 2.0 3.2 2.2 3.4 2.7 3.9 2.7 2.6 2.5 3.0 1.9 1.4 1.9 2.2 2.2 2.0 1.9 2.8 1.9 2.5 2.2 2.3 2.6 2.4

1,7,9 4.1 1.5 2.0 1.8 2.0 3.3 2.4 3.6 2.0 4.0 3.8 4.0 3.6 3.5 2.0 1.3 1.4 2.3 2.7 2.8 2.1 3.2 1.6 2.5 2.6 2.9 3.2 2.7

2,8,10 3.5 1.4 1.4 1.6 1.7 3.0 2.1 3.3 2.3 3.4 3.0 3.0 2.8 3.0 1.9 1.3 1.8 1.9 2.0 1.9 1.8 2.9 1.7 2.2 2.2 2.2 2.6 2.3

3,5,7,9 4.1 1.6 2.0 2.0 2.0 3.4 2.5 3.5 2.0 3.9 3.9 4.1 3.9 3.5 2.1 1.3 1.4 2.3 2.8 2.8 2.1 3.2 1.6 2.4 2.7 3.0 3.4 2.7

4,6,8,10 3.5 1.4 1.4 1.6 1.6 2.9 2.0 3.2 2.3 3.5 3.0 3.0 2.7 2.9 1.9 1.3 1.9 1.9 2.0 1.8 1.8 2.9 1.7 2.3 2.2 2.2 2.5 2.3

3,4,5,6 3.4 1.4 1.6 1.6 1.8 3.0 2.1 3.3 2.2 3.8 3.5 3.5 3.2 3.2 1.9 1.4 1.8 2.2 2.4 2.2 2.0 2.9 1.7 2.4 2.4 2.5 2.8 2.4

7,8,9,10 3.8 1.2 1.3 1.4 1.7 3.1 2.0 3.3 2.2 3.4 3.1 3.1 2.9 3.0 1.9 1.2 1.6 1.8 2.1 2.0 1.8 3.0 1.5 2.1 2.1 2.3 2.7 2.3

4

音
源
数

音源の
位置

1
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3

③コンクリート高架橋区間 平均①平地区間 ②盛土区間

高さ
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高さ
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高さ

1.2m

高さ

5m
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10m

高さ

15m

高さ

20m

高さ

25m
全体

1 4.0 2.0 2.4 2.4 2.4 3.6 2.8 3.2 1.4 3.1 3.6 3.8 3.7 3.2 2.1 1.5 2.1 2.9 3.4 3.4 2.6 3.1 1.6 2.5 3.0 3.2 3.6 2.8

2 3.2 1.8 1.9 2.2 2.0 3.0 2.3 3.6 2.4 3.2 3.1 3.1 3.0 3.1 2.0 1.5 2.3 2.8 2.8 2.8 2.4 3.0 1.9 2.5 2.7 2.6 2.9 2.6

3,5 4.0 1.9 2.3 2.2 2.1 3.2 2.6 3.7 1.5 3.2 4.4 4.9 5.2 3.8 2.0 1.4 2.2 3.1 3.4 3.4 2.6 3.3 1.6 2.6 3.2 3.5 3.9 3.0

4,6 3.3 1.6 1.4 1.7 1.7 2.6 2.0 3.3 2.0 2.9 2.8 2.7 3.1 2.8 1.9 1.5 2.4 2.8 2.7 2.4 2.3 2.8 1.7 2.3 2.4 2.4 2.7 2.4

7,9 3.5 1.4 1.6 1.9 1.9 2.3 2.0 3.4 1.9 2.6 2.3 2.5 2.6 2.5 2.1 1.4 1.9 2.8 2.8 2.7 2.3 3.0 1.6 2.0 2.3 2.4 2.5 2.3

8,10 3.7 1.5 1.4 1.7 1.6 2.5 2.0 3.4 1.7 2.9 3.3 3.3 3.4 3.0 1.9 1.4 2.5 2.5 2.6 2.5 2.2 3.0 1.5 2.2 2.5 2.5 2.8 2.4

1,3,5 4.0 1.9 2.3 2.2 2.1 3.3 2.6 3.5 1.4 2.9 4.0 4.6 4.9 3.6 2.0 1.4 2.2 3.1 3.3 3.4 2.5 3.2 1.6 2.5 3.1 3.3 3.8 2.9

2,4,6 3.2 1.6 1.5 1.8 1.7 2.7 2.0 3.4 2.1 2.9 2.8 2.7 2.9 2.8 1.9 1.5 2.4 2.8 2.7 2.5 2.3 2.8 1.7 2.3 2.4 2.4 2.7 2.4

1,7,9 3.9 1.6 1.9 1.8 1.8 2.9 2.3 3.2 1.7 2.6 2.6 2.8 2.9 2.6 2.0 1.4 2.0 2.9 3.0 3.0 2.4 3.1 1.6 2.2 2.4 2.5 2.9 2.4

2,8,10 3.6 1.4 1.2 1.6 1.6 2.6 1.9 3.4 1.7 2.8 3.1 3.0 3.1 2.9 1.9 1.4 2.4 2.5 2.6 2.5 2.2 3.0 1.5 2.1 2.4 2.4 2.7 2.3

3,5,7,9 3.9 1.7 1.9 1.9 1.8 2.9 2.3 3.6 1.5 2.9 3.5 3.9 4.1 3.3 2.0 1.4 2.1 3.0 3.1 3.0 2.4 3.2 1.5 2.3 2.8 2.9 3.3 2.7

4,6,8,10 3.5 1.4 1.2 1.6 1.5 2.5 1.9 3.3 1.7 2.8 3.0 3.0 3.1 2.8 1.9 1.4 2.4 2.6 2.6 2.4 2.2 2.9 1.5 2.1 2.4 2.4 2.7 2.3

3,4,5,6 3.3 1.4 1.4 1.5 1.5 2.7 1.9 3.5 1.6 2.9 3.4 3.6 4.0 3.2 1.9 1.4 2.3 2.9 2.9 2.6 2.3 2.9 1.5 2.2 2.6 2.7 3.1 2.5

7,8,9,10 3.6 1.2 1.1 1.5 1.6 2.6 1.9 3.4 1.7 2.5 2.8 2.8 2.9 2.7 1.9 1.4 2.2 2.6 2.6 2.5 2.2 3.0 1.4 2.0 2.3 2.4 2.6 2.3

4
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3.5 まとめ 

 関東近郊の在来鉄道の平地区間，盛土区間，コンクリート高架橋区間において，高

所空間を含む沿線の鉄道騒音の分布測定を実施した。その結果，壁なし条件の平地区

間，盛土区間では走行軌道から，直壁条件のコンクリート高架橋区間では遮音壁天端

上から斜め上方向に強く伝搬する傾向が見られた。また，騒音測定結果を踏まえて，

単発騒音暴露レベルの実測値と予測値のレベル差について検討した。壁なし条件の平

地区間および盛土区間のいずれにおいても，仰角が 20～50°の領域では予測値が実測

値より小さくなるものの，実測値と予測値の差は最大 2dB 程度であることが分かった。 

本研究では，実測値と予測値の差から指向特性に関する補正量を定量的に検討した

ものの，補正式の定式化には至らなかった。今後の検討課題として，音源の鉛直面内

の指向特性に関する補正式を導出するために，営業線において原点（軌道中心，レー

ルレベル高さ）を中心とした同心円の円弧上に複数の測定点を配置した調査が必要と

考えられる。 

つぎに，実測した在来鉄道の近接車両および遠隔車両における騒音分布をもとに，

鉄道騒音の伝搬予測に対して 2 次元波動数値解析手法の適用する際の音源のモデル化

について検討を行い，精度を検証した。その結果，地上高さ 25,m 程度まで騒音レベ

ルを精度よく予測するには，高さ 1.2,m～10, m の複数点を参照点に設定するべきであ

ることが分かった。とくに，2 次元解析の場合，異なる高さの複数地点を基準として

参照し，2 次元解析の結果がもつ特異なピーク・ディップの周波数特性を平均化する

手順は特異な干渉の影響を抑制する上で有効な手段の一つであると考えられる。  

また，車両下部に配置する音源の数が多いほど計算誤差は小さくなるが，音源数の

増加に対する精度の改善量と計算時間の増加量を勘案した結果，音源の数は 2 つ，レ

ール頭頂面高さで車両端 2 点に設置したケースが最適と考えられる。 
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第4章 鉄道車体と遮音壁間の多重反射が遮音

性能に与える影響 

 

4.1 概要 

 現在，広く利用されている反射性の遮音壁では，車体と遮音壁の間で生じる多重反

射音が沿線に伝搬して騒音レベルを増加させる。森藤らの手法では多重反射の影響に

よる補正は一律に 2dB 加えるとしているが，遮音壁の高さは 1～2,m に限定されてい

る。また，都市部では軌道の両側に遮音壁が設置されることが多いが，遮音壁の高さ

によっては，反対側の遮音壁と車体，および両側の遮音壁間でも多重反射が生じるた

め，沿線騒音の予測においてその影響を無視できないことが予想される。 

そこで，まず，数値解析手法として 2 次元時間領域有限差分法を用いて，多重反射

が生じる条件下で騒音低減量を算出し，遮音壁の高さ，車体と遮音壁の距離，先折れ

遮音壁の角度を要因としたケーススタディにより多重反射の影響の挙動を把握する。 

また，2 次元数値解析結果の妥当性を 1/25 縮尺模型を用いた実験により検討する。 

つづいて，数値解析から求めた多重反射の影響を在来鉄道騒音の予測に適用する手順

について検討する。前川チャートを用いて計算した多重反射を考慮しない場合の回折

減衰量と，数値解析から求めた多重反射を考慮した場合の回折減衰量のレベル差を算

出し，その値を補正量として鉄道総研の予測手法に加算することを前提に，車体と遮

音壁間の多重反射に対応する補正量，および両側遮音壁の多重反射に対応する補正量

を定量的に検討する。 
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4.2 数値解析による騒音低減効果の検討 

 遮音壁による騒音低減効果に関して，車体と遮音壁の距離，遮音壁の高さ，遮音壁

先端の傾斜角度，加えて，高架端の両側に同じ高さの遮音壁を設置した場合の影響を

検討するため，鉄道沿線の騒音伝搬を模擬した 2 次元モデルに時間領域有限差分法を

適用し，数値解析によるケーススタディを行う。 

4.2.1 数値解析の方法 

(1) 対象領域 

図, 4.1 に示すように，片側遮音壁の場合は近接軌道中心から 3,m 離れの高架端に，

両側の場合は近接および遠隔の各軌道中心から 3,m 離れの両高架端に遮音壁が設置さ

れている状況を解析断面として想定した。解析領域は，地表面反射の影響を除外する

ため[104]，高架鉄道を対象とした 2 次元自由音場（幅 40,m×高さ 40, m，外周に幅 5,

m の境界吸収層）とした。 

 

 

図 4.1 ２次元解析モデル 
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(2) 計算条件 

 時間差分は 2 次近似，空間差分は 4 次近似，各離散化幅を Δt＝15.6,μs，Δx＝Δy＝16,

mm，計算時間長を 2.048,s とし，上限帯域を中心周波数 2.5,kHz の 1/3 オクターブバン

ドとして，任意形状に対して階段近似によるモデルの誤差を小さくするため，空間離

散幅は計算対象上限周波数における波長の 1/10 程度とした。軌道には厚さ 300,mm の

バラストを使用し，機械系置換モデルにより吸音特性を模擬した。音源は，実際の指

向性により近似させるため，近接・遠隔車両の各々に対して図, 4.3 に示すようにレー

ル頭頂面高さの車両端に点音源 2 点（図, 3.11 の音源位置 7 9）を配置し，初期音圧と

してガウシアンパルスを与えた。音源の周波数特性については，高架端の両側に 1.7,

m の直壁が設置されている高架橋の近接軌道中心から水平方向に 6.25,m 離れ，R.L＋

3,m，R.L－2,m，R.L－6,m の受音点 3 点を参照し，各帯域で A 特性補正をかけた単発

騒音暴露レベルの算術平均値が一般的なコンクリート高架橋における現場実測と数値

解析で一致するようにスペクトル補正を行うこととした。, ,  

近接車両で軌道中心から水平に 6.25,m 離れ，R.L＋3,m，R.L－2, m，R.L－6,m の 3

点で実測した走行騒音の周波数特性の平均値を図, 4.2 に示す。車両モデルは，台車，

パンタグラフ，屋根上機器を除いた車両の断面形状のみを再現した。受音点は遮音壁

背後の水平距離 20,m×高さ 35,m の範囲内に 1,m 間隔の格子状に配置し，受音点での

単発騒音暴露レベルを求めた。また，本稿では図, 4.1 に示すとおり，近接車両側の遮

音壁先端を中心とした仰角をパラメータとして整理した。  

仰角は近接車両側の遮音壁先端と測定点を結ぶ線分と遮音壁先端の水平線の成す角

度で，遮音壁先端の高さを基準（仰角 θ＝0°）として上方向を正の値とした。また，

各測定点における仰角を 30°間隔に区分し，区分した仰角ごとの騒音低減量の算術平

均値により騒音低減効果を評価した。表, 4.1 に遮音壁の計算ケースを示す。 
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図 4.2 在来鉄道騒音の周波数特性（参照点 3 点の平均値） 

 

表 4.1 遮音壁の計算ケース 

 

 

  

-40

-30
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0

A
特
性
音
圧
レ
ベ
ル

(d
B

)

1/3オクターブバンド中心周波数(Hz)

2k1k500250125A.P

遮音壁 片側 遮音壁 両側 遮音壁

0m（遮音壁なし） 0m（遮音壁なし）

1m 1m

2m 2m

3m 3m

4m 4m

5m 5m

6m 6m

 2m+1m　   0°（直壁3m） -

 2m+1m　15° -

 2m+1m　30° -

 2m+1m　45° -

 2m+1m　 60° -

 2m+1m 　75° -

 2m+1m 　90°（逆L型） -

車体の有無 車体あり，車体なし 車体あり

注1）スペクトル補正の補正値を算出するため，両側遮音壁1.7mの

　　　ケースを実施する。

注2）近接車両，遠隔車両の両ケース実施する。

先端
傾斜型

直壁
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4.2.2 解析結果 

(1) 車体と遮音壁間の多重反射の影響 

 遮音壁の騒音低減効果として，遮音壁が無い条件を基準とした騒音低減量を算出す

る。さらに，車体なしの騒音低減量から車体ありの騒音低減量を差し引いた値を車

体・遮音壁間の多重反射に伴う騒音レベルの増加量として評価した。 

 

 a. 直壁の高さを変化させた場合 

図, 4.3 に示すように，直壁の高さを 1～6,m まで 1,m ごとに変化させる。図, 4.4 に

各条件の仰角ごとの車体なしに対する車体ありの場合の騒音レベル増加量の算術平均

値を示す。近接車両の場合，直壁の高さを上げると増加量は増えるが，直壁 3～4, m

で最大となっている。一方，直壁の高さが車体の高さを超える 5,m 以上になると増加

量は小さくなる。遠隔車両の場合，仰角 0～30°において増加量は大きくなるが，それ

以外の領域でほぼ一定の値になっている。 

図, 4.5 に近接車両における直壁 1,m，3,m，5,m の騒音レベル増加量のコンター図を

示す。直壁 1,m では増加量は R.L より低い位置で 1～3dB 程度，R.L より高い位置で

－1～1dB 程度であり，多重反射の影響は小さいと考えられる。一方，直壁 3,m では

増加量が最大で 11dB 程度で，特に遮音壁先端から斜め上方の空間において大きくな

っている。直壁 5,m での増加量は遮音壁先端から低い空間において最大で 4dB 程度で

あるが，遮音壁先端から斜め上方の空間では，車体ありの方が車体なしより大きくな

っている。 

 

 

図 4.3 遮音壁の形状（直壁高さの変化） 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 4.4 車体なしに対する車体ありの場合の騒音レベル増加量（片側・直壁高さの変化） 
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図 4.5 車体なしに対する車体ありの場合の騒音レベル増加量のコンター図 

（片側・直壁高さの変化） 

 

b. 遮音壁先端の傾斜角度を変化させた場合 

図, 4.6 に示すように，遮音板先端の傾斜角度を 0～90°まで 15°ごとに変化させる。

図, 4.7 に各条件の仰角ごとの騒音レベル増加量の算術平均値を示す。 

近接車両の場合，増加量は仰角 0～30°を除くと遮音壁先端の傾斜角度 0°（直壁）が

最大で，遮音壁先端の角度が大きくなると減少し，仰角 30°以下の空間では角度 45～

60°で最小となっている。遮音壁の先端を車体側へ傾斜させることにより，遮音壁先

端の上方の空間で多重反射の影響を軽減することができると考えられる。遠隔車両で

は，仰角 0～30°における増加量は角度 60°で最小になるものの，他の空間では遮音壁

先端の角度の違いによる増加量の変化は見られない。 

 

 

図 4.6 遮音壁形状（遮音壁先端角度の変化） 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 4.7 車体なしに対する車体ありの場合の騒音レベル増加量 

（片側・遮音壁先端角度の変化） 
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(2) 遮音壁間の多重反射の影響 

近接・遠隔側の高架端両側の直壁の高さを 1～6,m まで 1,m ごとに変化させる。図,

4.8 に各条件の仰角ごとの近接側軌道の高架端にのみ遮音壁を設置した場合（車体あ

り）を基準として，近接・遠隔側高架端の両側に同じ高さの遮音壁を設置した場合の

騒音レベル増加量の算術平均値を示す。 

近接側軌道の高架端のみの片側遮音壁条件と比べて，両側遮音壁ではほぼ全ての空

間で騒音レベルが増加している。この騒音増加は，遠隔側軌道の高架端に設置された

直壁で反射された車両下部騒音の影響で，直壁の高さが車体の高さを超える 5,m 以上

のケースで増加量が大きくなり，特に仰角 0～30°の空間で大きいことが分かる。 

図, 4.9 に近接車両における直壁 1,m，3,m，5,m の騒音レベル増加量のコンター図を

示す。 

直壁の高さが 3,m より低い場合は，遠隔側の直壁からの反射音が車体で遮蔽される

ために増加量は 2dB 未満であるが，直壁 5,m の場合，遠隔側の直壁が直接見通せる高

所空間の受音点では反射音の影響が著しく，増加量が 10dB を越える領域が見られる。

遮音壁が反射性で，かつ直壁高さが 4,m を超える場合には，両側の遮音壁を組合せて

騒音の低減効果を推定する必要がある。 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 4.8 片側に対する両側遮音壁の場合の騒音レベル増加量（両側高さの変化） 
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図 4.9 片側に対する両側遮音壁の場合の騒音レベル増加量のコンター図（両側高さの変化） 
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4.3 縮尺模型を用いた検証実験 

騒音レベルに対する模型実験結果と 2 次元の数値解析結果を比較し，両者の対応を

検証する。 

4.3.1 模型実験 

高架橋区間の軌道，列車，遮音壁の模型を縮尺 1/25，すべて反射性のアクリル材で

製作した。図, 4.10 に高架橋の軌道および列車の縮尺模型の設置状況を示す。軌道と

遮音壁の模型は実寸換算 160,m 分，車両模型は 120,m 長とした。車両模型の下には列

車と同じ長さの模型用の非干渉性線音源を配置した。模型用の線音源は圧縮空気を利

用した非干渉性線音源で，音源に供給する圧縮空気の圧力に比例して放射音が増加す

るが，同時に時間的な変動も大きくなる。実験準備の段階で，出来る限り大きな SN

比が確保でき，かつ 10 秒程度で平均音圧が計測できる空気圧の条件を確認し，すべ

ての実験条件を通して常に圧縮空気の圧力を一定（5 気圧）に保持するようにした。 

図, 4.11 の各測定点で 10, 秒間平均の 1/3, オクターブバンド音圧レベルを計測した。

音源の周波数特性については，高架端の両側に 1.7, m の直壁が設置されている高架橋

の近接軌道中心から水平方向に 6.25,m 離れ，R.L＋3,m，R.L－2, m，R.L－6,m の受音

点 3点から直線補間法により R.L＋5,m，R.L,0,m，R.L－5,mそれぞれの騒音レベル（A

特性音圧レベル）を算出し，各帯域での算術平均値が現場実測と模型実験で一致する

ようにスペクトル補正を行った。表, 4.2 に遮音壁の実験ケースを示す。 

 

表 4.2 遮音壁の実験ケース 

 

 

 

遮音壁 片側 遮音壁 両側 遮音壁

0m（遮音壁なし） 0m（遮音壁なし）

1.7m 1.7m

3m 3m

5m 5m

車体の有無 車体あり 車体あり

注1）近接車両，遠隔車両の両ケース実施する。

直壁
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図 4.10 高架橋の軌道，列車の設置状況 
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4.3.2 模型実験の数値解析モデル 

図, 4.11 の模型実験の測定断面に対して，FDTD 法を適用する。音源は，模型実験と

同様にレール頭頂面高さの軌道中心に音源 1 点を配置し，軌道面の境界条件は完全反

射とした。上記以外の数値解析の条件は 4.2.1 節と同様とした。 

 

 

図 4.11 模型実験における測定点配置 

 

4.3.3 模型実験結果と数値解析結果の対応 

(1) 騒音レベルの空間分布 

高さ 1.7,m，3,m，5,m の直壁を近接側軌道の高架端（片側）と近接・遠隔側高架端

の両側に設置した場合（両側）の実験値と計算値の騒音レベルの差を測定点ごとに求

め，その差について最大値，最小値，平均値，標準偏差を算出した。その結果を表,

4.3 に示す。遠隔車両では実験値が計算値を上回り，直壁 5,m を両側に設置した場合

の両者の差は 3dB を超えるものの，近接車両では比較的騒音レベルの差は小さくなっ

ており，全体として両者の傾向は対応している。 

また，近接車両における壁なし条件を基準として，車体と遮音壁間の多重反射の影

響が大きい直壁 3,m と遮音壁間の多重反射の影響が大きい直壁 5,m を片側および両側
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に設置した場合の騒音レベルのコンター図を図, 4.12 に示す。騒音レベルは 4.4.2 節で

算出するパワーレベルを基準とした相対値とした。  

計算値の騒音レベルは実験値と比較して数 dB 小さい領域もあるが，空間分布は概

ね一致している。騒音レベルの空間分布に関して，FDTD 法は実験値を比較的精度よ

く予測できていることがわかる。 

 

表 4.3 実験値と計算値の騒音レベルの差 

(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

  

平均値
(dB)

最大値
(dB)

最小値
(dB)

片側 直壁1.7m -0.5 2.8 -2.6 1.5

両側 直壁1.7m -0.5 2.8 -2.5 1.4

片側 直壁3m -0.3 2.6 -1.8 1.1

両側 直壁3m -0.1 2.8 -1.9 1.1

片側 直壁5m 0.3 2.4 -1.3 0.8

両側 直壁5m 1.1 2.5 -0.4 1.3

騒音レベルの差
標準偏差

(dB)

平均値
(dB)

最大値
(dB)

最小値
(dB)

片側 直壁1.7m 0.5 2.7 -1.4 1.1

両側 直壁1.7m 1.1 2.7 -0.5 1.4

片側 直壁3m 1.2 2.9 -0.4 1.5

両側 直壁3m 1.5 2.8 0.2 1.7

片側 直壁5m 0.5 2.9 -1.5 1.2

両側 直壁5m 1.7 3.5 -0.1 1.9

騒音レベルの差
標準偏差

(dB)
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図 4.12 騒音レベルのコンター図 

（直壁 3m，パワーレベルを基準とした相対騒音レベル） 

  

-15
-18

-21

-27

-24

-9
-6

-12

-15
-18

-21

-27

-24

-9

-6

-12

-30

-15

-30

-18
-21

-27
-24

-9

-12

-6
-12

-15
-18

-21

-27

-24

-9

-12

-6 -12

実験値 計算値 

(a) 片側 直壁 3 m 

実験値 計算値 

(b) 両側 直壁 3 m 



81 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 騒音レベルのコンター図 

（直壁 5m，パワーレベルを基準とした相対騒音レベル） 
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(2) 騒音レベルの周波数特性 

「在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策指針について」[3]の標準点で

ある近接軌道中心から水平方向に 12.5,m の距離について，高さ R.L－10, m，R.L＋10,

m，R.L＋25,m における近接車両の周波数特性を図, 4.13 に示す。数値解析は 2 次元音

場を対象としているため，軌道面や遮音壁面による反射音との干渉に伴うピーク･デ

ィップの多い周波数特性となっている。そのため，いずれの条件においても計算値と

実験値が乖離する周波数も見られるが，全体では計算値と実験値の周波数特性はよく

合っていることが分かる。 

 

 

(a) 片側 直壁 3 m      (b) 両側 直壁 3 m 

 

図 4.13 実験値と計算値の周波数特性（直壁 3 m，近接軌道中心から 12.5 m 離れ） 
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(a) 片側 直壁 5 m      (b) 両側 直壁 5 m 

 

図 4.13 実験値と計算値の周波数特性（直壁 5 m，近接軌道中心から 12.5 m 離れ） 
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4.4 車体の有無による回折減衰量の比較 

4.4.1 車体無しの条件における回折減衰量 

互いに無相関な無指向性点音源が一様に並んだ非干渉性線音源に対する回折減衰量

ΔLdl は，位置 x の点音源に対する回折減衰量 ΔLd,(x)（前川チャート）を用いて次式に

より算出する。 

 𝛥𝐿dl = −10 log10 [
∫ 10

−𝛥𝐿d(𝑥)
10 /𝑅(𝑥)2𝑑𝑥

∞

−∞

∫ 1/𝑅(𝑥)2𝑑𝑥
∞

−∞

] (4.1)  

ここで，x は点音源の線路方向の位置，R(x)は受音点と点音源の距離を示し，x＝0 の

とき点音源は受音点の正面位置で，R(0)＝r（最短距離）となる。  

また，音源位置はレール頭頂面高さの軌道中心とする。 

 

4.4.2 車体ありの条件における回折減衰量 

車体ありの条件における回折減衰量 ΔLdl cal は，4.2 節の数値解析で算出した単発騒

音暴露レベル LAE,calを用いると，次式で表される。 

 𝛥𝐿dl,cal = 𝐿𝑤 − 10 log10(4𝑣𝑟) − 𝐿A𝐸,cal (4.2)  

ここで，Lw は列車全体のパワーレベル，v は列車速度，r は走行軌道と測定点間の距

離，LAE cal は数値解析から算出した単発騒音暴露レベルである。鉄道総研予測式では

Lwを車両機器の搭載条件や速度乗則から設定するが，ここでは軌道近傍の単発騒音暴

露レベルから次式により逆算するものとする。 

 𝐿𝑤 = 𝐿A𝐸,ref + 10 log10(4𝑣𝑟𝑟𝑒𝑓) (4.3)  

ここで，LAE ref は遮音壁がない軌道近傍点における単発騒音暴露レベル，rref は近接車

両の軌道中心から軌道近傍点までの最短距離である。最終的に，式(4.3)を式(4.2)に代

入した式(4.4)から各測定点での回折減衰量 ΔLdl calを算出する。 

 𝛥𝐿dl,cal = 𝐿A𝐸,ref − 𝐿A𝐸,cal − 10 log10 (
𝑟

𝑟ref
) (4.4)  

 



85 

なお，本論文では，高架端両側に高さ 1.7,m の直壁が設置されている区間における近

接車両の軌道近傍（軌道中心から水平距離 2.3,m，レールレベルから高さ 0.45,m）で

実測した単発騒音暴露レベルを用い，実測した音場を対象とした直壁あり・なしの数

値解析結果から，遮音壁の影響を差し引いて LAE refを与えている。 

 

4.4.3 解析結果 

式(4.2)から求めた近接側軌道の高架端のみの遮音壁条件において，直壁 1,m，3,m，

5,m の回折減衰量 ΔLdl calを図, 4.14 に示す。ここで，式(4.1)より算出した正の行路差に

対する回折減衰量 ΔLdlは右上がりの実線，負の行路差に対する回折減衰量 ΔLdlは右下

がりの実線で表す。 

近接車両ではいずれのケースについても ΔLdl cal は ΔLdlより小さい。とくに直壁 3,m

で ΔLdl calと ΔLdlの差が大きくなっている。 

一方，近接車両に比べると，遠隔車両における ΔLdl cal と ΔLdl の差は小さく，直壁 1,

mでは ΔLdl calと ΔLdlの差は±1～2dB程度である。しかし，直壁 3,mで ΔLdl calは ΔLdlよ

り小さくなっており，遠隔車両の場合も多重反射の影響で回折減衰量が小さくなって

おり，この影響を考慮する必要があると考えられる。 
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,  

(a) 近接車両 直壁 1 m         (d) 遠隔車両 直壁 1 m 

 

  

(b) 近接車両 直壁 3 m         (e) 遠隔車両 直壁 3 m 

 

  

(c) 近接車両 直壁 5 m         (f) 遠隔車両 直壁 5 m 

 

図 4.14 回折減衰量に対する前川チャートと数値解析結果の比較 
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4.5 多重反射による補正量の算出 

4.5.1 補正量を考慮した騒音予測式の概要 

車体・遮音壁間の多重反射が生じた場合の単発騒音暴露レベル LAE ,predについて，多

重反射による補正量 ΔLcorを導入した以下の予測式を想定する。 

 𝐿A𝐸,pred = 𝐿𝑤 − 10 log10(4𝑣𝑟) − ∆𝐿dl +∆𝐿cor (4.5)  

ここで，ΔLdl は式(4.1)から算出する車体無しの片側遮音壁の回折減衰量である。次節

では，数値解析結果より補正量 ΔLcorを算出し，考察を行う。 

 

4.5.2 補正量の算出結果 

多重反射による騒音レベル増加量は，図, 4.5 に示すとおり近接車両側の遮音壁先端

を中心とした放射状の分布におおよそなっていることから，遮音壁先端からの仰角を

パラメータとして整理する。式(4.1)から算出した回折減衰量 ΔLdl と数値解析による回

折減衰量 ΔLdl calの差を多重反射による補正量 ΔLcor（＝ΔLdl－ΔLdl cal）とする。また，仰

角－90°～＋90°の範囲を 1°，5°，10°，15°間隔に区分した補正量の算術平均値を算出

し，補正量の算術平均値に対する各測定点の偏差を求め，角度区分の設定について検

討する。近接車両における片側直壁 3,m と両側直壁 5,m の補正量の算術平均値に対す

る偏差を図, 4.15 に示す。また，偏差について最大値，最小値，標準偏差，偏差が±

2dB を超える測定点の割合を算出した。その結果を表, 4.4 に示す。偏差は角度区分の

間隔の増加に伴い大きくなり，特に両側直壁 5,m では角度区分の間隔が 10°以上にな

ると仰角 0°以上で偏差が大きくなり，偏差が 2dBを超える測定点の割合が 10%程度に

なることから，5°間隔ごとの補正量の算術平均値を適用する。 
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(a) 片側 直壁 3 m 1°間隔 

 

 

(b) 片側 直壁 3 m 5°間隔 

 

 

(c) 片側 直壁 3 m 10°間隔 

 

 

(d) 片側 直壁 3 m 15°間隔 

 

図 4.15 多重反射補正量の平均値に対する偏差 

（片側 直壁 3 m，角度区分の間隔の変化） 
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(e) 両側 直壁 5 m 1°間隔 

 

 

(f) 両側 直壁 5 m 5°間隔 

 

 

(g) 両側 直壁 5 m 10°間隔 

 

 

(h) 両側 直壁 5 m 15°間隔 

 

 

図 4.15 多重反射補正量の平均値に対する偏差 

（両側 直壁 5 m，角度区分の間隔の変化） 
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表 4.4 多重反射補正量の平均値に対する偏差（角度区分の間隔の変化） 

 (a) 片側 直壁 3 m 

 

 

(b) 両側 直壁 5 m 

 

  

最大値
(dB)

最小値
(dB)

1° 2.5 -2.5 0.4 0.5%

5° 2.5 -2.9 0.5 0.9%

10° 3.2 -2.5 0.7 1.2%

15° 3.1 -2.8 0.9 2.2%

角度区分
の間隔

偏差
標準偏差

(dB)

偏差が
±2dB以上

の割合

最大値
(dB)

最小値
(dB)

1° 2.9 -6.1 0.8 4.2%

5° 4.0 -7.0 1.0 6.2%

10° 4.4 -7.2 1.3 9.3%

15° 6.0 -7.1 1.6 17.3%

角度区分
の間隔

偏差
標準偏差

(dB)

偏差が
±2dB以上

の割合
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 (1) 片側直壁における多重反射の影響 

片側直壁における多重反射補正量の平均値と仰角の関係を図, 4.16 に示す。 

近接車両の場合，直壁の高さを上げると補正量は大きくなり，直壁 3,m で 4～12dB，

仰角 20°付近で最大となる。一方，直壁の高さが車体の高さを超える 5,m 以上になる

と補正量は最大で 6dB である。 

一方，遠隔車両の場合，直壁 4,m 仰角 15°付近で補正量は最大となるが，その値は

7dB 程度である。また，直壁 6,m では，仰角 40°以下で－1～1dB となり，多重反射の

影響は小さい。 

近接車両の直壁 2,m，4,m，6, m において，図, 4.16 に示す補正量の算術平均値に対

する各測定点の偏差を図, 4.17 に示す。直壁 4,m で仰角 45°以上で偏差が 3dB を超える

測定点も見られるが，ほとんどの測定点で偏差は 2dB 以内に収まることが分かる。 

 

 

(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

図 4.16 多重反射補正量の平均値と仰角の関係（片側・直壁高さの変化） 
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(a) 近接車両 直壁 2 m 

 

 

(b) 近接車両 直壁 4 m 

 

 

(c) 近接車両 直壁 6 m 

 

図 4.17 多重反射補正量の平均値に対する偏差（片側・直壁高さの変化） 

 

 

  

-10

-5

0

5

10

-90 -60 -30 0 30 60 90

補
正
量
平
均
値

に
対
す
る
偏
差

（
d
B
）

仰角（°）

-10

-5

0

5

10

-90 -60 -30 0 30 60 90

補
正
量
平
均
値

に
対
す
る
偏
差

（
d
B
）

仰角（°）

-10

-5

0

5

10

-90 -60 -30 0 30 60 90

補
正
量
平
均
値

に
対
す
る
偏
差

（
d
B
）

仰角（°）



93 

 (2) 両側直壁における多重反射の影響 

遠隔車両側に近接車両側と同じ高さの直壁を設置した場合の車両および遮音壁間の

多重反射の影響について，前節と同様に ΔLcor を仰角 θ で整理した。結果を図, 4.18 に

示す。いずれの車両においても補正量は仰角 0～30°で最大となり，直壁の高さを上げ

ると値は大きくなる。 

補正量は直壁 6,m の場合，近接車両では仰角 20°付近で 20dB，遠隔車両では仰角

15°付近で 13dB 程度と最大となる。また，前節と同様に，近接車両における直壁 2,m，

4, m，6, m において，図, 4.18 に示す補正量の算術平均値に対する各測定点の偏差を図,

4.19 に示す。直壁 4,m と 6,m の場合，仰角 0～30°で偏差が 5dB を超える測定点も見ら

れるが，ほとんどの測定点で偏差は 2dB 以内に収まることが分かる。 

 

 

(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 4.18 多重反射補正量の平均値と仰角の関係（両側・直壁高さの変化） 
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(a) 近接車両 直壁 2 m 

 

 

(b) 近接車両 直壁 4 m 

 

 

(c) 近接車両 直壁 6 m 

 

図 4.19 多重反射補正量の平均値に対する偏差（両側・直壁高さの変化） 
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4.6 まとめ 

都市近郊の在来鉄道沿線における騒音予測を精度よく行うため，最も一般的な騒音

対策である遮音壁について，回折減衰量に与える車体と遮音壁間の多重反射，両側遮

音壁の場合に生じる多重反射の影響を検討した。まず，片側および両側遮音壁の各条

件において，遮音壁の高さ，車体と遮音壁の距離などをパラメータとして騒音低減効

果に及ぼす影響について 2 次元時間領域有限差分法を用いた数値解析により検討した。  

多重反射に伴う騒音レベルの増加量は，片側遮音壁において直壁高さ 3〜4,m で最

大化するのに対して，両側遮音壁では直壁高さ 6,m まで単調に上昇し，特に遮音壁の

上方かつ陰の領域において増加が生じることが確認された。一方，遮音壁の先端を車

体側へ傾斜させることにより，遮音壁先端の上方の空間で車体と遮音壁間の多重反射

による増加量が小さくなることが確認された。また，1/25 縮尺の模型実験を実施し，

数値解析結果との比較を行ったところ，両者の比較的良好な対応が確認された。 

次に，数値解析から求めた多重反射の影響を補正量として在来鉄道騒音の予測手法

に加える手順で，騒音予測を改善することを前提に，片側および両側遮音壁の多重反

射に対応した補正量を定量的に検討した。補正量の算術平均値に対する精度を検証し

た結果，概ね 2dB 程度の差で騒音レベルを予測できることが明らかになった。 

本研究では，数値解析結果から車体と遮音壁間の多重反射，両側遮音壁の場合に生

じる多重反射の影響について遮音壁高さごとに補正量を定量的に検討したものの，こ

れらの多重反射は現象そのものが複雑であり，定式化には至らなかった。 

今後の課題として，多重反射に関する物理的なメカニズムを解明した上で，汎用性

の高い補正式の構築が望まれる。 
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第5章 在来鉄道騒音に対する有限長遮音壁の

挿入損失の検討 

 

5.1 概要 

大都市圏においては，高さ 4,m 以上の遮音壁やセミシェルター型遮音壁などの高大

な遮音壁を設置するケースも増えてきた。この場合，高架橋の補強や遮音壁を支える

ための支柱および基礎の構築が必要となることから，工事費や施工時間を最小限にす

るために設置長さをできるだけ短くすることが求められている。一方，遮音壁の騒音

低減効果は無限長の場合に前川チャートを用いて算出することができるものの，有限

長遮音壁の設置区間の算定方法は必ずしも明確ではない。既往研究において有限長遮

音壁の挿入損失の計算方法は提案されているが，非干渉性の無指向性点音源を直線状

に連続的に一様分布させた場合が前提となっているため，水平方向に指向性を持つ在

来鉄道騒音への適用については検証が必要である。 

そこで，まず，指向性点音源の配列を想定した既往の鉄道騒音予測手法において，

道路交通騒音予測等で用いられる遮音壁上方の回折経路のみを考慮する 1 パスの方法,

[30 ,54], を適用し，有限長遮音壁の挿入損失を計算する。計算条件としては遮音壁の

長さと高さ，走行車線と受音点の位置を変化させたケーススタディを行い，音源の指

向性と遮音壁の見通し角が挿入損失に及ぼす影響の傾向を確認する。 

続いて，線音源を想定した騒音伝搬の簡易計算における有限長遮音壁の取扱いとし

て，音源の指向性と遮音壁の見通し角を考慮した挿入損失の近似式を提示し，その近

似精度を前節の計算結果との比較により検証する。さらに，この近似式に基づいて，

無限長遮音壁に対する挿入損失の低下量が所定の値となる遮音壁の見通し角を算出し，

遮音壁の必要長さに関する検討を行う。 

最後に，在来鉄道沿線に設置された遮音壁の側方端部付近において現車の騒音測定

を実施し，挿入損失の実測値と近似式による計算値との比較を行い，指向性を考慮し

た簡易計算による予測の妥当性を検証する。 
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5.2 指向性音源に対する有限長遮音壁の挿入損失の検討 

5.2.1 計算対象 

有限長遮音壁のケーススタディにあたっては，遮音壁長さの影響が明確に現れる条

件として，回折減衰量が比較的大きい高架下への伝搬を想定し，地面反射の影響を無

視した計算モデルを設定する。具体的には，図, 5.1 に示す複線の高架鉄道を対象とし，

遮音壁は近接軌道中心から 3,m 離れに設置する。遮音壁の高さはレールレベル（音源

高さ）から 1,m ,3, m ,5, m とし，受音点はレールレベル下方 5,m，近接軌道中心から

12.5～50,m離れ，また，線路方向には遮音壁の中心線（x=,0,m）から 100,mごとに 300,

m まで配置する。遮音壁の長さは中心線を対称に 0～1 000,m まで 10,m ごとに変化さ

せ，各受音点の騒音レベルを算出する。最終的に，遮音壁の挿入損失は，遮音壁の無

い条件（長さ 0,m）の騒音レベルとの差として算出する。 

 

 

(a) 断面図 

 

 

(b) 平面図 

 

図 5.1 計算モデル 



99 

5.2.2 騒音伝搬の計算方法 

(1) 音源モデル 

図, 5.1 に示すように，音源は近接・遠隔軌道中心上，遮音壁の中心線から両側

1 000,m の範囲に 1,m 間隔で 2 000 個の点音源を配列した[30]。音源の指向性について

は，既往の在来鉄道騒音の予測手法[21 ,26]に倣って，図, 5.2 に示すように cos2φの指

向性を設定し，比較のために無指向性[23]の場合についても計算を行うこととした。 

 

 

図 5.2 音源モデル 

 

(2) 騒音レベルの計算 

単位長さ当たりの音響パワーレベル Lwをもつ位置 xの点音源に対して，遮音壁の回

折減衰量をΔLdとすると，受音点の騒音レベルは次式で得られる。 

 𝐿(𝑥) = 𝐿w − 8+ 10 log10 (
cos𝑛𝜙(𝑥)

𝑅2(𝑥)
) − 𝛥𝐿d(𝑥) (5.1)  

ここで，図, 5.2 に示すように R は点音源から受音点までの距離，φは線路に直交する

面と，点音源と受音点を含む鉛直面のなす角である。音源の指向性を表す余弦関数の

べき指数に関しては，無指向性の場合は n,=,0，指向性の場合は n =,2 を想定する[21 ,

26]。 

各々の音源位置におけるΔLd は半無限障壁の回折減衰量を示す前川チャートに基づ

き，在来鉄道騒音の周波数特性を考慮して，点音源と受音点を含む鉛直断面内の遮音

壁上方の行路差から算出する。この 1 パスの方法[30 ,54]では，図, 5.3 に示すように，

点音源と受音点の間に遮音壁がある場合は無限長遮音壁の回折減衰量を与え，無い場

合は回折減衰量を 0 とし，最終的に全ての点音源による騒音レベルのエネルギー和を
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算出する。なお，このケーススタディでは車体・遮音壁間の多重反射の影響は考慮し

ないものとする。 

 

 

図 5.3 1 パスの方法 

 

5.2.3 挿入損失の算出結果 

各受音点における有限長遮音壁の挿入損失は，遮音壁がない場合の騒音レベルから

遮音壁がある場合の騒音レベルを差し引いて算出する。指向性および無指向性音源に

対する計算結果の一例として，近接車両を音源とし，遮音壁の高さ 3,m，近接軌道か

らの距離 r,=,12.5 ,50,m，基準線からの距離 x,=,0 ,100 ,300,m の各受音点における遮音

壁の見通し角θと挿入損失の関係を図, 5.4 に示す。なお，図中には無限長遮音壁の計

算結果を見通し角 180°に丸印で記している。 

いずれのケースにおいても，遮音壁の見通し角の増加に伴って挿入損失は単調に上

昇し，上昇量は指向性音源の場合の方が顕著に大きいことが確認できる。また，150

〜180°の範囲において見通し角が減少すると，無指向性音源では挿入損失が急激に低

下するのに対して，指向性音源では遠方からの寄与が小さいため低下が緩やかとなっ

ている。さらに，無指向性音源の場合，図中で遮音壁の中心線からの距離が異なる 3

条件の挿入損失がほぼ一致しており，従来の有限長線音源の理論通り，見通し角のみ

で定まることを示している。これに対して，指向性音源の場合は受音点が中心線から

離れるほど挿入損失が小さくなる傾向にあり，その低下の割合は軌道からの距離によ

っても若干異なっている。以上の結果より，指向性音源に対する遮音壁の挿入損失は

見通し角のみでは定まらないことが確認された。 
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(a) r =12.5 m 

 

 

(b) r =50 m 

 

図 5.4 遮音壁の見通し角と挿入損失の関係（近接車両，直壁 3 m） 
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5.3 有限長遮音壁の挿入損失の近似式に関する検討 

5.3.1 無限長遮音壁の挿入損失 

本節では，次節で示す有限長遮音壁の挿入損失の近似式に必要となる無限長遮音壁

の挿入損失について検討する。無指向性または指向性の非干渉性線音源に対する無限

長遮音壁の挿入損失ΔL∞は，在来鉄道騒音の周波数特性を考慮した位置 x の点音源に

対する回折減衰量ΔLdを用いて次式で表される。 

 𝛥𝐿∞,𝑛 = −10 log10 [
∫ 10

−𝛥𝐿d(𝑥)
10 ・

cos𝑛𝜙(𝑥)
𝑅2(𝑥)

𝑑𝑥
∞

−∞

∫
cos𝑛𝜙(𝑥)
𝑅2(𝑥)

𝑑𝑥
∞

−∞

] (5.2)  

ここで，式(5.1)と同様に，無指向性音源の場合は n,=,0，指向性音源の場合は n,=,2 と

する。上式は，無指向性音源の場合は式(5.3)に，指向性音源の場合は式(5.4)に変形で

きる。 

 𝛥𝐿∞,0 = −10 log10 [
1

𝜋
∫ 10

−𝛥𝐿d(𝜙)
10 𝑑𝜙

𝜋/2

−𝜋/2

] (5.3)  

 𝛥𝐿∞,2 = −10 log10 [
2

𝜋
∫ 10

−𝛥𝐿d(𝜙)
10 cos2𝜙𝑑𝜙

𝜋/2

−𝜋/2

]  (5.4)  

 

上式の見込み角に関する積分に台形則を適用して 1°刻みで近似的に計算し，無指向

性および指向性線音源に対する挿入損失を算出する。計算条件は図, 5.1 の計算モデル

と同様に，線音源の位置は近接・遠隔軌道中心上，受音点の遮音壁からの離れは 4 箇

所，ただしレールレベル下方 5,m に加えて同一高さ 0,m と上方 5,m にも受音点を設定

した。各々の音源-受音点間に対して，遮音壁の高さを鉛直方向に変化させて受音点

正面方向の行路差を変化させた。 

挿入損失の計算結果を受音点正面方向の行路差との関係として図, 5.5 に示す。無指

向性音源に比べて指向性音源に対する挿入損失の方が全体的に大きいが，(a)受音点の

水平距離，(b)受音点の高さ，(c)音源位置による挿入損失の変化は十分小さいことが

わかる。特に指向性音源の場合，無限長遮音壁の挿入損失は受音点正面方向の行路差

からおおよそ推定可能であり，以降では(a)の音源・受音点が同一高さの場合の値を用

いるものとする。 
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(a) 近接車両と受音点の離れの影響（近接車両，受音点高さ R.L 0 m） 

 

 

(b) 受音点高さの影響（近接車両，r =12.5 m） 

 

図 5.5 挿入損失の計算結果 
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(c) 音源位置の影響（受音点高さ R.L 0 m，r =12.5 m） 

 

図 5.5 挿入損失の計算結果 
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5.3.2 有限長遮音壁の挿入損失の近似式 

図, 5.6 に示すように，受音点正面方向から両側に角度 θ1 ,θ2 まで設置された有限長

遮音壁を想定する。なお，この場合の遮音壁の見通し角は θ,=,θ1,+,θ2となる。無限長

線音源を受音点から音源が見通せる可視区間と見通せない遮蔽区間に区分し，各々の

区間からの寄与を合成する。その際，可視区間に対しては挿入損失を 0 とし，遮蔽区

間に対しては無限長遮音壁の挿入損失ΔL∞を近似的に与えるものとすると，有限長遮

音壁の挿入損失ΔLfは次式で表される。 

 𝛥𝐿f,n = −10 log10 [𝛼𝑛10
−𝛥𝐿∞,n
10 + (1 − 𝛼𝑛)] (5.5)  

ここで， 

 𝛼𝑛 = ∫ cos𝑛𝜙𝑑𝜙
𝜃2

−𝜃1

∫ cos𝑛𝜙𝑑𝜙
𝜋/2

−𝜋/2

⁄  (5.6)  

従って，無指向性音源の場合， 

 𝛼0 = 𝜃 𝜋⁄  (5.7)  

となり，遮音壁の見通し角で定まるのに対して，指向性音源の場合，次式のように両

端の角度にも依存する。 

 𝛼2 = [𝜃 + sin 𝜃 cos(𝜃1 − 𝜃2)] 𝜋⁄  (5.8)  

 

 

 

図 5.6 遮音壁の見通し角 
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5.3.3 近似式の精度検証 

前節で提示した有限長遮音壁の挿入損失の近似式に関して，5.2 節における 1 パス

の方法による計算結果との対応を確認し，近似精度を検証する。ただし，5.2 節の計

算対象は有限長線音源であり，遮音壁の見通し角が 180°付近では，挿入損失の計算値

が無限長線音源に対する値より若干高くなる点に注意を要する。 

5.2.1節に記した遮音壁の高さおよび長さを変化させた全条件において，近似式によ

る挿入損失の計算値から 1 パスの方法による計算値を差し引いた値を各受音点で算出

する。近接・遠隔車両に対して指向性または無指向性音源を想定した場合の全受音点

の計算結果を図, 5.7 に示す。無指向性音源の場合，上述した有限長線音源の影響によ

り見通し角が 150°以上では差が生じているが，指向性音源ではその影響も見られず，

近似式の精度は 1 パスの方法とほぼ同等であることが確認された。 
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(a) 無指向性音源 

 

 

(b) 指向性音源 

 

図 5.7 1 パスの方法と近似式による挿入損失計算値の差 
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5.3.4 遮音壁の必要長さに関する検討 

本節では，有限長遮音壁の挿入損失の近似式に基づき，無限長に対する挿入損失の

低下量が所定の値となる遮音壁の見通し角を算出し，特に指向性音源の場合の遮音壁

の必要長さを明らかにする。式(5.5)を変形すると，次式が導かれる。 

 𝛼𝑛 = (1 − 10
−𝛥𝐿f,n
10 ) (1 − 10

−𝛥𝐿∞,n
10 )⁄  (5.9)  

 

上式より無限長と有限長の場合の挿入損失からαn が定まる。従って，無指向性音

源の場合，式(5.7)より遮音壁の見通し角は容易に算出できる。一方，指向性音源の場

合，式(5.8)より見通し角は一意に定まらないが，以降では遮音壁の中央に位置する受

音点を想定し，𝛼2 = (𝜃 + sin 𝜃) 𝜋⁄ , の関係より数値的に算出するものとした。 

表, 5.1 に無限長の挿入損失 10～25dB に対して低下量が 5dB となる遮音壁の見通し

角ならびに遮音壁の必要長さを遮音壁から受音点までの距離で除した値（以降，全長

比）を，無指向性および指向性線音源について示す。全長比は挿入損失が大きいほど

増大し，無指向性に比べて指向性音源では著しく小さくなることが確認できる。次に，

指向性音源について，無限長遮音壁の挿入損失と低下量が 1〜5dB となる遮音壁の全

長比との関係を図, 5.8 に示す。所定の遮音壁高さに対して無限長の挿入損失が定まる

場合，この図を用いると，受音点で許容される低下量から全長比が求められ，遮音壁

の必要長さを簡易に推定することができる。 

 

表 5.1 無指向性および指向性音源に対する遮音壁の見通し角と全長比     

（無限長に対する挿入損失の低下量 5dB の場合） 

 

 

 

見通し角 全長比 見通し角 全長比

25dB 178.8° 185.6 150.9° 7.7

20dB 176.1° 58.3 137.0° 5.1

15dB 167.3° 18.0 115.6° 3.2

10dB 136.8° 5.0 80.3° 1.7

音源の指向性 無指向性 指向性

見通し角・全長比

無限長の
挿入損失
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図 5.8 指向性音源に対する挿入損失の低下量と全長比の関係 
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5.4 現車試験による検証実験 

在来鉄道沿線に設置された遮音壁の側方端部付近における現車試験を通して，挿入

損失の実測値と前章で示した近似式による計算値との比較を行い，特に指向性を考慮

した近似式の妥当性を検証する。 

5.4.1 現車試験の方法 

(1) 測定箇所 

平地区間の直線軌道に対して周囲に建物が少なく十分な見通しが確保できる測定場

所として，図, 5.9に示す2箇所を選定した。場所Aでは近接軌道中心から9.4,m離れ，

遮音壁の側方端部から＋20,m（設置区間）～－20,m（非設置区間）の範囲に，場所 B

では近接軌道中心から 12.7,m 離れ，遮音壁の側方端部から＋20,m～－15, m の範囲に

測定点を 4 点配置し，地上からの高さは 1.2,m とした。現車試験の状況を図, 5.10 に示

す。 

 

(2) 測定列車 

測定列車は速度 85～95,km/h で走行する近郊型電車とし，各場所において近接・遠

隔車両の測定本数は 10～20 列車であったが，特に暗騒音の影響が小さい測定列車を

対象に分析を行った。分析対象の列車は同一の車両形式とし，場所 A では 10 両編成，

場所 B では 6 両編成とした。 

 

(3) 騒音レベルの評価方法 

騒音測定では，車両通過時の単発騒音暴露レベルを計測した。ただし，車両騒音の

主要な帯域である中心周波数 80～2.5,kHzの 1/3オクターブバンドレベルから騒音レベ

ルの合成値を算出した。遮音壁の挿入損失に関しては，各場所における非設置区間の

受音点 A1または B1を基準点として，設置区間の他の 3点との騒音レベルの低減量を

算出することとした。 
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(a-1) 断面図 

 

(a-2) 平面図 

(a) 場所 A 

 

 

 

(b-1) 断面図 

 

(b-2) 平面図 

(b) 場所 B 

 

図 5.9 測定場所の略図 
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(a) 場所 A 

 

 

 

(b) 場所 B 

 

図 5.10 現車試験の状況 
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5.4.2 挿入損失の計算 

図, 5.9 の現車試験の測定断面に対して 5.3.2 節で提示した近似式により有限長遮音

壁の挿入損失を算出する。音源には cos2φの指向性を設定し，比較のために無指向性

の場合についても計算を行った。無限長遮音壁の挿入損失に関しては，遠隔軌道側の

遮音壁による反射の影響を考慮するため，遮音壁に対する鏡像音源を想定した。また，

車体と近接軌道側の遮音壁との多重反射の影響を考慮するため，実音源に対しては挿

入損失を 2dB 減じた。各受音点において算出された挿入損失については，実測結果と

の比較のため，基準点A1またはB1における挿入損失からの増加量を算出することと

した。なお，計算は遮音壁側方端部から両側 40,m の受音点まで行った。 

 

5.4.3 実測結果と計算結果の対応 

近接・遠隔車両に対する挿入損失と遮音壁側方端部からの距離の関係について，場

所 A および B における実測結果と計算結果を図, 5.11 に示す。なお，基準点 A1 およ

び B1 における挿入損失の計算値は 0.2dB 未満であったことから，実測による騒音レ

ベルの低減量および計算による挿入損失の増加量はともに挿入損失と同等と見なせる。  

計算値では，指向性音源に比べて無指向性音源に対する挿入損失の方が全体的に小

さく，無限長遮音壁の挿入損失の違いが現れたものと考えられる。また，実測値と指

向性音源に対する計算値を比較すると，場所 B において計算値は実測値を下回るもの

の，無指向性音源よりも比較的良好な対応が確認された。 
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(a) 場所 A 

 

 

 

(b) 場所 B 

図 5.11 騒音レベルの低減量（実測値）と挿入損失の増加量（計算値）の比較 
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5.5 まとめ 

本研究では，在来鉄道騒音に対する有限長遮音壁の挿入損失に関して一連の検討を

行い，特に指向性音源の影響に関して以下の知見を得た。まず，点音源列を想定して

1 パスの方法を適用したケーススタディにより，指向性音源に対する遮音壁の挿入損

失は見通し角のみでは定まらないことを確認した。続いて，音源の指向性と遮音壁の

見通し角を考慮した挿入損失の近似式を提示し，1 パスの方法に対する近似精度は十

分高いことを示した。また，近似式に基づいて，無限長遮音壁に対する挿入損失の低

下量と遮音壁の見通し角との関係を明示し，遮音壁の必要長さの簡易推定の可能性を

示した。最後に，現車試験により有限長遮音壁に対する挿入損失の実測値と近似式に

よる計算値との比較を行い，指向性を考慮した簡易計算による予測の妥当性が確認さ

れた。ただし，今回の現車試験は，比較的低い遮音壁の側方端部付近に限定されてお

り，今後は遮音壁が高い場合や設置区間が狭い場合における追加検証が必要である。 
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第6章 在来鉄道沿線の高所空間を対象とした

風荷重軽減型遮音壁の騒音低減効果 

 

6.1 概要 

 本章では，在来鉄道沿線の高所空間における騒音低減と風荷重軽減の両立を目指し，

新たな遮音壁の可能性について模型実験・数値解析・現場測定を通して検討する。具

体的には，図, 6.1 のような複数の傾斜した遮音板で構成される風荷重軽減型遮音壁を

想定し，騒音低減と風荷重軽減の効果を定量的に検証する。 

遮音壁の形状を検討するにあたり，まず，縮尺模型を用いた風洞実験を通して，遮

音壁の開口率（正面から反対側が見通せる鉛直投影面積の割合）と遮音板の傾斜角度

による風荷重軽減効果を確認する。次に，沿線の騒音伝搬を模擬した波動音響数値解

析を通して，遮音板の傾斜角度・幅・間隔（枚数）・吸音性が騒音低減量に及ぼす影

響を詳細に検討する。以上の検討を踏まえ，関東近郊の在来鉄道沿線に異なる仕様の

風荷重軽減型遮音壁（以下，改良型遮音壁）を仮設し，現車試験により騒音低減量の

確認を行う。また，現車試験を模擬した数値解析を行い，実測値との対応を検証する。 

 

 

図 6.1 風荷重軽減型遮音壁の期待される効果 

遮音板の角度により、高所空間への騒音放出を防ぐ

風荷重の影響を軽減＝高大な防音壁が設置可能

遮音板により撥ね返された音は、
バラストの吸音効果により低減

風を通す
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6.2 風洞実験による風荷重軽減効果の確認実験 

6.2.1 遮音壁模型 

改良型遮音壁の風荷重軽減効果を確認するため，模型実験による検討を行った。模

型は 1/5 縮尺とし，図, 6.2 に示すとおり遮音壁の開口率と遮音板の角度を変えた 10 試

験体について風荷重測定を行った。外形寸法は高さ 200,mm×幅 1 040,mm とし，厚さ

2,mm のステンレス板を使用した。 

 

 

図 6.2 遮音壁の模型概略図 
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6.2.2 風荷重の測定方法 

各試験体の風荷重測定は，風洞風速を 10，20，30，40,m/s の４条件に設定して実施

した。測定機器の設置状況を図, 6.3 に，風洞実験の様子を図, 6.4 に示す。試験体四隅

に設置した力センサーにより水平力を計測し，その合計値として算出するものとした。

ただし，無風条件でも水平力を計測し，その静荷重を補正している。風速は温度，湿

度，大気圧および風洞内に設置したピトー管により計測した動圧から算出した。なお，

各風速条件では 10 秒間平均の水平力を３回計測し，さらにその平均値を求めている。 

 

 

(a) 正面図（風上側） 

 

 

(b) 断面図 

 

図 6.3 測定機器の設置状況 

 

720mm
6
0
0
m

m

流れ

力センサー

ピトー管

ピトー管

1,040mm

2
0
0
m

m

支持材

風洞

試験体

6
0
0
m

m

風洞
力センサー

試験体

支持材

2
0
0
m

m

支柱

支柱

720mm

6
0
0
m

m

流れ

力センサー

ピトー管

ピトー管

1,040mm

2
0
0
m

m

支持材

風洞

試験体

6
0
0
m

m

風洞
力センサー

試験体

支持材

2
0
0
m

m

支柱

支柱



120 

   

図 6.4 風洞実験の様子 

 

6.2.3 測定結果 

改良型遮音壁の風荷重軽減効果を評価するにあたり，従来型防音壁（直壁）に対す

る改良型遮音壁の風荷重比を算出した。その際，風速条件については，４条件の風荷

重を平均した。図, 6.5 に改良型遮音壁の風荷重比の測定結果を示す。 

図, 6.5 より，改良型遮音壁の風荷重比は，遮音板の角度が等しい場合，開口率が大

きいほど小さくなり，また，開口率が等しい場合，遮音板角度が小さいほど風荷重は

小さくなることが確認できる。従来型の直壁に対して，開口率 50%・角度 30°の改良

型では，風荷重を 3 割程度に軽減できる。また，開口率が 0%の場合でも，遮音板角

度を 30°にすることで，4 割程度まで軽減できることがわかる。 

なお，風圧力が遮音壁の見付面積に比例し，遮音板の法線方向に作用するものと単

純に仮定すると，開口率を a,%，遮音板の角度を θ°として，改良型遮音壁の風荷重比

は次式で表される。 

 𝐹(𝑎, 𝜃)＝(1－𝑎/100)sin𝜃 (6.1)  

図中の実線は上式の理論値を示しており，開口率 0%の場合，実験値は理論値をか

なり下回るものの，開口率 30%および 50%の場合は理論値と概ね良く対応することが

わかる。 
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図 6.5 遮音壁の対直壁風荷重比の測定結果 

（実線：式(6.1)の理論値） 
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6.3 2 次元有限差分法を用いた数値解析による騒音低減効

果の検討 

改良型遮音壁の騒音低減効果に関して，遮音板の傾斜角度・幅・間隔（枚数）・吸

音性の影響を検討するため，鉄道沿線の騒音伝搬を模擬した 2 次元モデルに時間領域

有限差分法を適用し，数値解析によるケーススタディを行う。 

 

6.3.1 数値解析の方法 

(1) 対象領域 

図, 6.6 に示すように，軌道中心から水平距離 3,m の位置に高さ 6,m の遮音壁が設置

されている状況を解析断面として想定した。解析領域は，地表面反射の影響を除外す

るため，高架鉄道を対象とした 2 次元自由音場（幅 35,m×高さ 40,m，外周に幅 5,m

の境界吸収層）とした。 
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図 6.6 ２次元解析モデル 

 

(2) 計算条件 

時間差分は 2 次近似，空間差分は 4 次近似，各離散化幅を Δt＝15.6,µs，Δx＝Δy＝16,

mm，計算時間長を 2.048,s とし，上限帯域を中心周波数 2.5,kHz の 1/3 オクターブバン

ドとして，任意形状に対して階段近似によるモデルの誤差を小さくするため，空間離

散幅は計算対象上限周波数における波長の 1/10 程度とした。軌道には厚さ 300,mm の

バラスト，遮音板に設置する吸音材は厚さ 25,mm のグラスウール（32,kg/m3）[105]を

使用し，機械系置換モデルにより吸音特性を模擬した。吸音材の垂直入射吸音率の周

波数特性を図, 6.7 に示す。 

また，音源は，実際の指向性により近似させるため，近接・遠隔車両の各々に対し

て図, 4.3 に示すようにレール頭頂面高さの車両端に点音源 2 点を配置し，初期音圧と

してガウシアンパルスを与えた。音源の周波数特性については 4.2.1 節と同様に，高
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架端の両側に 1.7, m の直壁が設置されている高架橋の近接軌道中心から水平方向に

6.25,m 離れ，R.L＋3, m，R.L－2,m，R.L－6, m の受音点 3 点を参照し，各帯域で A 特

性補正をかけた単発騒音暴露レベルの算術平均値が一般的なコンクリート高架橋にお

ける現場実測と数値解析で一致するようにスペクトル補正を行うこととした。車両モ

デルは，台車，パンタグラフ，屋根上機器を除いた車両の断面形状のみを再現した。 

受音点は R.L より高所を対象として，遮音壁背後の水平距離 20,m×高さ 25,m の範

囲内に 1,m 間隔の格子状に配置し，受音点での音圧波形を求めた。最終的に，遮音壁

の騒音低減効果として，遮音壁が無い条件を基準とした騒音低減量を算出した。 

また，本稿では図, 6.6 に示すとおり，軌道中心から水平距離 10～15,m の範囲で R.L,

0,m からの高さを 5,m ごとに評価域Ⅰ～Ⅴに区分し，各評価域の受音点 36 点における

騒音低減量の平均値により騒音低減効果を評価した。 

 

 

図 6.7 吸音材の垂直入射吸音率の周波数特性 

 

6.3.2 解析結果 

(1) 遮音板の傾斜角度を変化させた場合 

図, 6.8 に示すように，幅 500,mm と 1 000,mm の遮音板を等面積（角度 90°で開口率

50%相当）で設置し，角度を 0～90°まで 15°ごとに変化させる。図, 6.9 に各条件の評

価域ごとの騒音低減量および直壁に対する風荷重比の理論値を示す。遮音板角度が大

きくなると低減量は増加し，幅 500,mm では角度 45°または 60°，幅 1 000,mm では角

度 45°で最大となっている。 
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(a) 遮音板幅 500 mm        (b) 遮音板幅 1,000 mm 

 

図 6.8 遮音壁形状（遮音板角度の変化） 
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(a) 遮音板幅 500 mm 

 

 

(b) 遮音板幅 1,000 mm 

 

図 6.9 騒音低減量の解析結果（遮音板角度の変化） 
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(2) 風荷重を一定とした場合 

開口率が 0%，30%，50%の遮音壁に対して，風荷重が同程度となるように，図, 6.5

の結果から遮音板角度を設定した。遮音板幅を 1 000,mm として，遮音壁が受ける風

荷重比が 30%，50%となる遮音壁形状を図, 6.10 に示す。図, 6.11 に各条件の評価域ご

との騒音低減量を示す。風荷重比 30%の条件では，開口率 50%（角度 35°）で低減量

は最も大きいものの，最大で 8dB 程度に留まっている。一方，風荷重比 50%の条件で

は，開口率 30%（角度 47°）が最も効果的で，高所で約 10dB の低減量が得られてい

る。図, 6.9 の結果と合わせると，遮音壁の開口率を下げるよりも，ある程度の傾斜角

度の確保が効果的といえる。その理由として，列車走行音は軌道中心から斜め上 30～

40°に強い指向性を有するため，遮音板をその方向に向けた場合，反射音が効果的に

バラストに吸音されるものと考えられる。 

 

 

(a) 風荷重比 30％        (b) 風荷重比 50％ 

 

図 6.10 遮音壁形状（風荷重一定条件） 
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(a) 風荷重比 30％ 

 

 

(b) 風荷重比 50％ 

 

図 6.11 騒音低減量の解析結果（風荷重一定条件） 
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(3) 遮音板の間隔を変化させた場合 

図, 6.12 に示すように，幅 707,mm と 1 414, mm の遮音板を角度 45°で設置し，間隔

（枚数）を変化させる。図, 6.13 に評価域ごとの騒音低減量と開口率の関係を示す。

幅 1 414,mm の場合，低減量は開口率の増加に伴い単調に低下する傾向にあるが，幅

707,mm の場合，開口率 50%以下で低減量の変化はわずかであり，50%以上で急激な

低下が生じている。また，遮音板幅で比較すると，開口率が小さい場合は幅 1 414,mm

の方が低減量は大きいが，開口率 50%では幅 707,mm の方が上回ることがわかる。 

 

 

(a) 遮音板幅 707 mm 

 

 

(b) 遮音板幅 1,414 mm 

 

図 6.12 遮音壁形状（遮音板間隔の変化） 
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(a) 遮音板幅 707 mm 

 

 

(b) 遮音板幅 1,414 mm 

 

図 6.13 騒音低減量の解析結果（遮音板間隔の変化） 
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(4) 吸音材設置の効果 

遮音板の角度 45°，幅 707, mm，開口率 0%と 50%の２ケースを設定し，遮音板の両

面・上面・下面の３通りで吸音材を設置した場合と吸音材なしの４条件を比較する。

図, 6.14 に各条件の改良型遮音壁および同じ高さの直壁の評価域ごとの騒音低減量を

示す。 

開口率 0%では吸音材を上面と下面のいずれに設置しても騒音低減効果は同程度で

あり，両面設置により一層効果が大きくなっている。一方，開口率 50%では上面より

下面に設置した方が効果は大きく，両面設置は下面のみとほとんど効果に差がないこ

とがわかる。図, 6.15 に両面吸音材ありの改良型遮音壁の騒音低減量のコンターを直

壁の場合とともに示す。いずれの開口率でも，直壁と比べて下方の評価域では効果は

著しく小さいが，上方では同等程度の効果が得られることが確認できる。 

 

 

(a) 開口率 0％ 

 

(b) 開口率 50％ 

 

図 6.14 騒音低減量の解析結果（吸音材の有無，遮音板幅 707 mm，角度 45°） 
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(a) 開口率 0%両面吸音         (b) 開口率 50%両面吸音 

 

 

(c) 直壁 

 

図 6.15 騒音低減量のコンター図（遮音板幅 707 mm，角度 45°） 
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6.4 フルスケール実験（現車試験）による騒音低減効果の検討 

6.4.1 現車試験の方法 

関東近郊の在来鉄道沿線において改良型遮音壁を仮設し，現車試験により騒音低減

効果を検証した。遮音板には長さ 1.8,m×幅 0.9,m×厚さ 12,mm のコンクリート型枠用

合板を使用し，図, 6.16に示すように，遮音壁の位置は近接軌道中心から水平方向に 6,

m 離れ，高さは地上 5,m，延長は測定断面を中心に両側 10,m，計 20,m とした。測定

点は地上 1.2～10,m までの計 5 点，測定対象は速度 85～90,km/h で走行する 10 両編成

車両とし，単発騒音暴露レベルを測定した。現車試験の状況を図, 6.17 に示す。改良

型遮音壁の仕様は，風洞実験と数値解析の結果から風荷重軽減と騒音低減の両方が見

込まれる両面吸音材あり（グラスウール 32,kg/m3，厚さ 25,mm）の遮音板角度 45°・

開口率 50％（タイプ 1）と遮音板角度 60°・開口率 38％（タイプ 2）に加えて，吸音

材なしのタイプ 1 の形状（タイプ 3）を設定し，遮音壁なしの基準条件と比較する。

表, 6.1 に遮音壁の仕様を示す。なお，風荷重に関しては，タイプ 1 または 3 に対して

タイプ 2 の方が理論値として 5 割程度大きくなる。 

 

 

 

図 6.16 現車試験の測定断面 
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図 6.17 現車試験の状況 
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表 6.1 改良型遮音壁の条件（タイプ 1～3） 
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6.4.2 試験結果 

近接車両，遮音壁なしの地上 1.2,m 点を基準とした場合の相対騒音レベルと地上高

さの関係を図, 6.18 に示す。遮音壁の騒音低減効果は，いずれのタイプでも近接・遠

隔車両ともに地上 5,m で最も大きく，地上 10,m ではほとんど見られない。なお，今

回の測定では音源と遮音壁の設置位置の離れが大きいため，地上 7.5,m 以上で低減効

果が小さくなったと考えられる。遮音板角度の異なるタイプ 1 と 2 を比較すると，近

接車両では地上 7.5,m でタイプ 1 の方が 1dB 程度低減量は大きいものの，遠隔車両で

は地上 5,m 以下でタイプ 2 の方が 1～2dB 上回っている。吸音材の効果としては，タ

イプ 1 と 3 の比較より，近接・遠隔車両ともに 3～4dB の低減が認められる。 

図, 6.19 に近接車両による相対騒音レベルの周波数特性を示す。地上 5,m では 400,

Hz 以上の全帯域で遮音壁の効果が認められ，タイプ 1 と 2 の騒音低減量は約 7dB と

なっている。一方，地上 1.2, m では両タイプともに高音域の効果が小さくなり，約

5dBの低減量にとどまっている。なお，遠隔車両の場合，地上 5,mと 1.2,mにおいて，

タイプ 1 は 7dB と 3dB，タイプ 2 は 8dB と 4dBの低減量となり，地上付近での効果が

より低下している。 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 6.18 騒音レベルの実測結果 
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(a) 地上 5 m 

 

 

(b) 地上 1.2 m 

 

図 6.19 騒音レベルの周波数特性（近接車両） 
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6.5 数値解析とフルスケール実験の比較 

6.3 節で実施した数値解析結果の妥当性を検証するために，現車試験音場を対象と

した数値解析結果と実測値を比較して，実測値との対応を検証した。 

6.5.1 現車試験の数値解析モデル 

図, 6.16の現車試験の測定断面に対して，2次元時間領域有限差分法を適用する。解

析領域は，図, 6.6 と同様の半自由音場（幅 40,m×高さ 35,m，外周に幅 5, m の境界吸

収層）とし，近接・遠隔軌道には厚さ 300,mm のバラストの吸音特性を与えた。音源

の周波数特性については，遮音壁なしの基準条件における地上 1.2～10,m の受音点 5

点を参照し，各帯域で騒音レベルの算術平均値が現場実測と数値解析で一致するよう

にスペクトル補正を行うこととした。なお，上記以外の数値解析の条件は 6.3 節と同

様とした。 

 

6.5.2 測定結果と解析結果の対応 

近接・遠隔軌道の車両に対する３種類の遮音壁の騒音低減量と地上高さの関係につ

いて，現車試験による測定値と数値解析による計算値を図, 6.20 に示す。両者を比較

すると，近接車両に対する地上 5,m では計算値が測定値を大きく上回るものの，遠隔

車両では比較的近い値となっており，全体として遮音壁の仕様による傾向は対応して

いる。数値解析における低減量の過大評価は，線音源の干渉性を仮定した 2 次元解析

が主な原因と考えられ[106]，さらに現車試験における遮音壁の有限長の影響も加わっ

ている。 

近接車両，遮音壁なしの地上 1.2,m 点を基準とした場合の近接・遠隔車両による相

対騒音レベルの周波数特性について，図, 6.21 に地上 5, m における測定値と計算値を

示す。近傍車両では低音域と高音域で計算値が 5dB 以上小さいのに対して，遠隔車両

では全音域で比較的良い対応を見せている。近傍車両における乖離は，上述した２つ

の原因に加えて，音源のモデル化にも起因すると考えられ，特に指向性の推定方法は

今後の課題である。 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 6.20 騒音低減量の測定結果と解析結果 
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(a) 近接車両 

 

 

(b) 遠隔車両 

 

図 6.21 騒音レベルの周波数特性の測定結果と解析結果（地上 5 m） 
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6.6 まとめ 

高所空間における騒音低減と風荷重軽減の両立を目指した複数の遮音板で構成され

る改良型遮音壁を提案し，その形状について各種検討を行った。 

風荷重に関する風洞実験の結果，改良型遮音壁の風荷重比は，遮音板の角度が等し

い場合，開口率が大きいほど小さくなり，開口率が等しい場合，遮音板角度が小さい

ほど風荷重は小さくなることが確認された。 

また，騒音低減に関する数値解析の結果，低減量は開口率の低下に伴い単調に増加

し，遮音板角度は 45～60°で最大となることが確認された。 

風荷重に関する風洞実験と騒音低減に関する数値解析の結果，最適な遮音板角度は

45°と考えられ，遮音板の傾斜角度と間隔の組み合わせによっては，風荷重を半分以

下に軽減しつつ，高所空間の騒音低減量を直壁と同程度まで確保できることが確認さ

れた。 

さらに，現車試験により改良型遮音壁の騒音低減効果を検証した結果，2 次元モデ

ルの数値解析結果までの効果は認められないものの，傾向の対応はある程度確認され

た。 

本研究では，改良型遮音壁の基礎検討として，全面一律に間隔をあけて複数の遮音

板を傾斜設置している。ただし，実用的には，支持構造に対する風荷重の負担が大き

い上部のみに改良型を適用し，直壁に対して高さを稼ぐ対策が効果的と予想される。 
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第7章 総括 

本章では，本研究の総括と今後の課題について述べる。 

 

7.1 研究のまとめ 

 第 1 章では，鉄道騒音に関する現状，騒音予測に関する課題など研究の背景を概説

し，本研究の目的について述べた。 

第 2 章では，まず，既往の在来鉄道騒音の伝搬計算法および波動音響解析について

概説した。つぎに，本研究で用いる時間領域有限差分法（FDTD 法）による音場の数

値解析手法について概説するとともに，その基本方程式の定式化を行った。また，開

領域における吸音境界条件として PML 無反射境界条件や，音源条件としてガウシア

ンパルスに関する設定方法について述べた。さらに，空間および時間の分解能と数値

計算の安定性の関係を差分の近似次数をパラメータに整理した。 

第 3 章では，関東近郊の在来鉄道（平地区間，盛土区間，コンクリート高架橋区間

の３箇所）において，高所空間を含む沿線の鉄道騒音の分布測定を実施した。その結

果，走行音は壁なし条件の平地区間，盛土区間では走行軌道から，直壁条件のコンク

リート高架橋区間では遮音壁天端上から斜め上方向に強く伝搬する傾向が見られた。

また，騒音測定結果を踏まえて，単発騒音暴露レベルの実測値と予測値のレベル差に

ついて検討した。壁なし条件の平地区間および盛土区間のいずれにおいても，仰角が

20～50°の領域では予測値が実測値より小さくなるものの，実測値と予測値の差は最

大 2dB 程度であることが分かった。つぎに，実測した騒音分布をもとに，鉄道騒音の

伝搬予測に対して 2 次元波動数値解析手法を適用する際の音源のモデル化について検

討を行い，精度を検証した。その結果，地上高さ 25,m 程度まで騒音レベルを精度よ

く予測するには，高さ 1.2, m～10, m 範囲の複数点を参照点に設定するべきであること

が分かった。とくに，2 次元解析の場合，異なる高さの複数地点を基準として参照し，

2 次元解析の結果がもつ特異なピーク・ディップの周波数特性を平均化する手順は特

異な干渉の影響を抑制する上で有効な手段の一つであると考えられる。また，車両下

部に配置する音源数が多いほど計算誤差は小さくなるが，音源数の増加に対する精度

の改善量と計算時間の増加量を勘案した結果，音源数は 2 つ，レール頭頂面高さで車

両端 2 点に設置したケースが最適と考えられる。 
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第 4 章では，在来鉄道における車体と遮音壁の間および対向する遮音壁間で生じる

多重反射が遮音壁の騒音低減効果に及ぼす影響を検討した。まず，片側および両側遮

音壁の各条件において，遮音壁の高さ，車体と遮音壁の距離などをパラメータとして

騒音低減効果に及ぼす影響について数値解析により検討した。多重反射に伴う騒音レ

ベルの増加量は，片側遮音壁において直壁高さ 3〜4,m で最大化するのに対して，両

側遮音壁では直壁高さ 6,m まで単調に上昇し，特に遮音壁の上方かつ陰の領域におい

て増加が生じることが確認された。一方，遮音壁の先端を車体側へ傾斜させることに

より，遮音壁先端の上方の空間で車体と遮音壁間の多重反射による増加量が小さくな

ることが確認された。また，1/25 縮尺の模型実験を実施し，数値解析結果との比較を

行ったところ，両者の比較的良好な対応が確認された。次に，数値解析から求めた多

重反射の影響を補正量として在来鉄道騒音の予測手法に加える手順で，騒音予測を改

善することを前提に，片側および両側遮音壁の多重反射に対応した補正量を定量的に

検討した。補正量の算術平均値に対する精度を検証した結果，概ね 2dB 程度の差で騒

音レベルを予測できることが明らかになった。 

第 5 章では，在来鉄道騒音に対する有限長遮音壁の挿入損失に関して，点音源列を

想定して遮音壁上方の回折経路のみを考慮する 1 パスの方法を用いて，遮音壁の長さ

と高さ，走行車線と受音点の位置を変化させたケーススタディを行い，音源の指向性

と遮音壁の見通し角が挿入損失に及ぼす影響を検討した。続いて，線音源を想定した

騒音伝搬の簡易計算における有限長遮音壁の取扱いとして，音源の指向性と遮音壁の

見通し角を考慮した挿入損失の近似式の精度を検証した上で，近似式を用いて遮音壁

の必要長さの検討を行った。さらに，在来鉄道沿線に設置された遮音壁の側方端部付

近において騒音測定を実施し，挿入損失の実測値と計算値との比較を行ったところ，

両者に良好な対応が確認された。 

第 6 章では，高所空間における騒音低減と風荷重軽減の両立を目指した複数の遮音

板で構成される改良型遮音壁を提案し，その形状について各種検討を行った。風荷重

に関する風洞実験と騒音低減に関する数値解析の結果，遮音板の傾斜角度と間隔の組

み合わせによっては，風荷重を半分以下に軽減しつつ，高所空間の騒音低減量を直壁

と同程度まで確保できることが確認された。また，現車試験により改良型遮音壁の騒

音低減効果を検証した結果，2 次元モデルの数値解析結果までの効果は認められない

ものの，傾向の対応はある程度確認された。 
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7.2 今後の課題 

・新幹線騒音の予測手法への適用 

 新幹線 360,km/h での営業運転実現に向けて，沿線の騒音対策に関する研究開発がす

すめられている[107 ,108]。本論文では，車両下部音が支配的となっている在来鉄道騒

音を対象としているが，新幹線の騒音予測を行う際は車両下部音の他に，車両上部空

力音，集電系音，構造物音の４種類の音源を考慮する必要がある。とくに空力音は列

車速度の 6 乗に比例して増大するため，高速化を実現する上で騒音の低減が最も難し

い課題となっている。合理的な騒音対策工を提案する上で，これらの音源に対する騒

音予測手法を構築していくことが重要である。 
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